
資料１－２ 〇各地域包括支援センターの記載の抜粋 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・認知症や精神疾患をはじめ、多くの課題を抱える困難事例を通じ、高齢者福祉事業所だけでなく、障害分野の専門職や多職種・多世代の連携が図れるよう支

援する。また、住民がその課題を我が事ととらえ、希望を持って自分らしい生活が継続できるよう、専門職とのネットワークができるよう支援していく。 

（Ｐ17：鶴ヶ谷） 

・地域のどこからでも、早期に相談窓口に繋がるよう、関係機関と連携し、継続して見守り体制づくりを進める。また、さまざまな面から高齢者を支援できる

よう、既存のネットワーク強化とともに新しいネットワークをつくり、顔が見える関係を築く。 

・介護支援専門員との連携強化 

・隣接する包括と協働して事例検討会や学習会、虐待防止見守りネットワーク協議会等を開催して、広域的な連携を図る。 

・南中山市民センターとの連携強化 

・その他の介護以外、高齢者以外の関係機関との連携 

～医療、障害、警察、郵便局、銀行、商業施設など（Ｐ34：南中山） 

（２）認知症施策の推進 

・認知症の人が役割を持ち、地域の一員として活躍する機会や場の創出等認知症の人と家族が生きがいをもって沖野で生活出来る様、取り組みの充実を図る。

地域版認知症見まもりマップ作成を通じて、同時に地域で共に暮らせる体制を強化して行く。（Ｐ18：沖野） 

・認知症に対して不安を抱えている方、認知症当事者やそのご家族を支える取り組みとしてケアパスの見直しを図り、認知症カフェや家族のサロン、介護を終

えた方の集いの場等を開催し、埋もれることがないようにお便りや電話等を活用し、情報発信、状況把握等を行っていく。（Ｐ20：遠見塚） 

・認知症カフェやサポーター養成講座等を通して、認知症の人の普段の暮らしや工夫を共有し、「希望をかなえるヘルプカード」といった意思決定ツールの普

及・活用促進を図りながら、安心と希望を持って暮らし続けることができる地域づくりを進める。（Ｐ23：郡山） 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・閉じこもりがちの高齢者に対して外出、活動機会への情報提供を行なう。(Ｐ9：桜ヶ丘) 

・健康づくりの推進に向け、リハビリテーション専門職と連携した活動や個別ケア会議により圏域全体に介護・フレイル予防の理念の浸透をはかる。(Ｐ24：山

田) 

・フレイルサポータの活動を軸にセルフケア、社会参加の重要性を伝え、介護・フレイル予防の理念の浸透を図る。（Ｐ28：寺岡） 

（４）その他 

・地域の防災活動への一助として、医療・福祉等関係機関の連携組織「はちまん連携の会」による防災活動の実施に向けた検討を行う。（Ｐ2：国見） 

・木町通市民センター、支倉保育所やぴぼっと支倉等の関係機関と協働し、「七夕飾りづくり」の講座を開催、多世代交流が図れる場等の創出に取り組む。 

（Ｐ3：木町通） 

 

〇各地域包括支援センターの詳細な記載は次ページ以降のとおり  
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

五橋 

【課題】 

・令和 5年 10 月１日時点で高齢者数 6,840 人、高齢化率 22.06%で上昇傾向 

・独居高齢者の割合が高く、住環境も集合住宅が多いため実態把握が難しい 

・障害を持った家族との同居や身寄りのない高齢者等の増加により、課題が 

複雑及び多様化している  

・フレイル予防に対する周知と継続した取り組みが必要である 

・地域の活動者の高齢者とともに担い手の発掘が必要である 

・集える場所の確保が困難であるため、住民主体の活動拠点づくりが課題 

仙台市基本目標の実現に向けた令和 6 年度の重点取り組み 

【地域・関係機関との連携・ネットワークづくり】 

・地域の関係機関や医療機関、障害者施設等との連携強化 

・青葉土樋地区でこれからの地域での支えあいについて住民とともに検討する 

・個別ケア会議を積み重ね、地域で認知症高齢者を支える仕組みや自立支援、介護予防

に資するケアマネジメントが行えるよう取り組む 

・あらたに総合相談窓口の役割を担う居宅介護支援事業所との連携強化 

【認知症施策の推進】 

・「認知症のきづきチェックリスト」等を活用し早期対応への取組を行う。 

・「本人・家族・地域の方の声を聴くシート」を分析し、住民と共有することで認知症理解の

促進を図る 

・介護者交流会等家族支援に注力していく 

・金融機関や子育て世代が集う場等で出張相談会を開催し、相談窓口の周知 

【介護・フレイル予防の推進】 

・活動が不活発な片平（米ケ袋）地区において、参加しやすい場所（住宅型老人ホーム）を

会場に介護予防教室を開催し、介護予防の意識付けを行う 

・運動自主グループや介護予防教室、地域のお祭り等でフレイルチェック、指わっかテス

ト、ASTER２を行い広く介護・フレイル予防への働きかけを行う 

・居宅介護支援事業所への介護・フレイル予防の理解促進を図る 

青 

葉 

区 

上杉 

【課題】 

・生活生計困難な方の長期的支援、世帯支援、制度の狭間の見守り支援、支援拒否など問

題が混在しており、他機関との連携が継続的に必要 

・認知症（独居、若年層）の相談が増加、初期段階での相談が少ない 

・医療機関、警察、民間企業等からの相談の他、再来相談も増加している 

・マンション等に住む独居や身寄りのない方が増えている 

・新たにマンション、スーパー、医療機関等の建設もあり、環境変化が著しい 

・転居による人の出入りが多く、社会とのつながりが希薄化している一方で、地域とのつなが

りを希望していても繋がりが持てない方もいる 

・町内会、民児協、社協等、同じ考えで活動はしているが交わりが少ない現状にあり、協力

体制整備が必要 

・コロナ禍で在宅時間も増え、消費者被害に遭うリスクも高くなっている 

・基礎健診、介護予防把握事業チェックリストの結果、BMI が低い方が多い 

・民間のスポーツジム等は多く、活動参加に対し意識が高い方もいるが、相談時点で介護

保険認定該当者や重度化してからの相談が増えている 

・若い世代が多いという地域の強みはあるが、世代間交流の機会が少ない 

→高齢化率 18.8％（R5.10 時点）で仙台市の平均より低い 

〇地域・関係機関との連携・ネットワークづくり  

・圏域会議等で構築したネットワークや既存のネットワークの強化 

  （銀行、郵便局、警察署・交番、スポーツジム、医療機関、薬局、サービス 

事業所、行政等） 

・新しいネットワークを構築 

（R6 開所の医療機関、コンビニの情報収集） 

・マンション管理人へのアプローチ継続 

・地域の防災訓練参加等による世代間交流のきっかけづくり 

〇認知症施策の推進 

・認知症への理解の創出と普及啓発 

（VR 体験、認知症月間、ケアパスの設置場所の拡大） 

・認知症カフェの継続と新たに「介護者の集い」を定期開催へ 

・認知症サポーター養成講座を積極的に展開 

〇介護・フレイル予防の推進 

・年 2 回を目標にフレイル予防アウトリーチ支援事業を展開 

・圏域の専門職の協力を頂き、SKY 個別ケア会議を開催 

・地域活動や自主グループ参加者の拡大 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

国見 

【課題】 

・コロナ感染症の自粛生活が明け、地域活動が活発化するとともに地域住民や民生委員等

から、地域住民の認知症や精神障害等に関する課題が多く寄せられてきている。 

・圏域内に精神科病院や開業医も多くあり、65 歳以上の精神障害の居住も多い。又、高齢

者と同居している子供の課題（8050）も表面化している。 

・圏域は市中心部近郊であり、マンションが増加傾向である。マンションによっては連合町内

会に入会していないケースが多く、民生委員・福祉委員も把握しきれていない。 

・町内会長が毎年変わる地区があり、情報交換や共有が図りにくい地区もある。町内会長の

担い手の減少、町内会長の高齢化及び民生委員のなり手不足により町内活動に影響がみ

られ始めている。 

高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある生活を継続することができるように、心身の健康維

持、地域福祉の推進等、生活の安定のために必要な支援を行う。 

 また、現在の生活が維持できるよう包括的な支援を行い、生活上の課題を個別に把握

し、地域との関わりが維持・発展できるように努める。地域の社会資源を通して、地域と相互

に活かし活かされる専門機関であることを目指す。 

【重点目標】 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

①圏域会議や個別ケア会議等の開催を通し、圏域内の医療・介護・予防・生活支援・住ま

いに係る関係者等との連携を深め、関係するすべての人が参加する地域包括支援ネットワ

ークの推進を図る。 

②高齢者の支援に係る地域の社会資源及び住民ニーズの把握を行い、地域住民と共に

解決に向けた検討や役割の確認等を行う。 

③地域の防災活動への一助として、医療・福祉等関係機関の連携組織「はちまん連携の

会」による防災活動の実施に向けた検討を行う。 

（２）認知症対策の推進 

 ・認知症の方が在宅生活を継続するため、関係機関との連携を図り、地域の環境整備を

進める。認知症の方やその家族が、必要に応じて医療や介護等の必要な支援が受け入れ

られるよう、関係機関との連携体制をとる。又、地域住民が認知症をよりよく理解できるよう

普及活動に取り組む。 

（３）介護予防の推進 

①高齢者が健康で生きがいをも感じながら、フレイル予防や生活意欲の向上ができる環境

作りを行う。 

②高齢者が地域の中で交流できるように新たな居場所つくりを行う。 

③地域からの新たな自主グループの創設等介護予防に資する取り組みができるよう、関係

機関・団体と協働で担い手の育成や活動継続の支援を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

木町通 

１．地域コミュニティの多様化と衰退が進行している。 

町内会や老人会等の地域の担い手の高齢化と後継者不足から、地縁活動が衰退している 

令和５年度までに完全消滅３地区、町内会長不在２地区等 。「民生委員児童委員」の存

在・役割を知らない高齢者が増え、地域コミュニティの衰退が進行している。マンション等集

合住宅では、個々の目的を持つ集まりはあるが、地縁団体と別に並存する状況であり、お互

い様やささえあいの関係性は希薄となっている。 

２．認知症高齢者への住民理解と対応に個人や地域によって違いがある。 

早期発見が難しく、緊急対応が必要なケースが多い。また、早期に発見されても、地域の見

守り等の体制が不十分で在宅継続可能な方が施設へと移行する場合もある。地域によって

は、住民による見守り体制が構築され、在宅生活継続のぎりぎりまで生活可能なケースもあ

り、地域差がみられている。圏域内高齢者数に占める認知症高齢者数は、令和５年度とほ

ぼ変わりないが、突発的・身寄りなし・虐待等年々複雑化しており、地域住民の理解と対応

がより充実し、認知症高齢者の在宅生活が継続出来る環境整備について、これまで以上に

求められている。 

３．介護予防の普及啓発・取り組み。 

地域毎に介護予防の必要性と関心度・取り組み等に違いがあり、センターのアプローチは

工夫が必要と考えられる。 

・高齢者及び認知症高齢者数の増加と社会情勢の変化に伴い、重層的に課題のある 

高齢者や家族、関係機関、認知症や精神疾患と思われる方からの突発的な相談等に 

対し、丁寧な対応を念頭におき、規定人員で効率的効果的な事業展開により、地域 

や関係機関との連携ネットワークづくり、認知症対策及び介護予防の推進に取り組 

む。 

・ICT は「木町通ささえの輪」「事例検討会」「地域ケア会議」等の事業で活用している。今

後もハイブリット形式を活用し、会場参加が難しい方等の参加に取り組む。 

・認知症高齢者に対して、「木町通包括認知症サポート団体推進事業」による活動に取り組

む。 

・令和４年度より３か年計画の木町通包括独自取り組みである、仙台市バス乗務員対象の

「高齢者や認知症についての理解」の研修を令和６年度も継続して行う。 

・令和４年度より継続開催している年齢問わず予約不要で参加可能な「名もなきサークル」

を毎月開催し、通いの場の活動継続に向け、地域住民ボランティア等の協力を得て、高齢

者が活躍できる機会や場の確保に取り組む。 

・木町通市民センター、支倉保育所やぴぼっと支倉等の関係機関と協働し、「七夕飾 りづ

くり」の講座を開催、多世代交流が図れる場等の創出に取り組む。 

・木町通包括で長年継続している「集合住宅やマンション管理人等への戸別訪問活動 

通称 「マンション巡り」 以下通称にて記載 によるセンター周知と情報収集に取り組む。 

青 

葉 

区 

双葉ヶ丘 

【課題】 

・「行政、専門職、サービス事業所等が考えて対応してくれて当然」という考えの方が多い。 

・世代間の価値観の違いから地域団体の運営に支障をきたし始めている様子が伺える。 

【基本方針】 

～より多くの住民が「北仙台地区で生活してよかった！」と実感できる地域共生社会を目指

し、住民、地域団体、企業等が知恵や力を出し合って未来に備え、誰もが活躍できる地域

づくりに取り組みます～ 

◇アウトリーチ機能の強化 

・地域活動への関わりを増やすとともに、様々な場所へ出向いて広報活動を行い、支援が

必要な方の窓口が包括支援センターであることの広報を行う。 

・SNS を活用し、若い世代への広報や活動参加を促す。 

◇「認知症になっても、ともに希望を持って生きることができる」という新しい認知症観へ転

換する取り組みの推進 

・認知症の正しい理解を広げる 

・活躍（活動）の場の創出 

◇地域の課題解決対応力の向上 

・ともに考え、行動する機会を作っていく。 

・北仙台地区ふくし事業所連絡会「ふわっと」への参加、活動 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

葉山 

【課題】担当圏域である三条中学校区は荒巻・通町・国見・八幡小学校区からなる。圏域の

高齢化率は 24.20％、仙台市高齢化率 24.98％と同等程度である。事業対象者を除く要介

護等認定者率は 21.56％と市全体の 19.30％に比べるとやや高く、引き続き介護予防の啓

発や取り組みが必要である。 

【荒巻地区】荒巻小学校区の高齢化率は 27.12％で市全体（26.19％）よりやや高い。住民

主体のボランティア団体「荒巻支え合いセンター」は年数回の依頼による活動に留まり積極

的な広報や活発な活動には至っていない。初回相談の結果からは、葉山町にサービス付き

高齢者住宅が開設した事から葉山町の相談件数が前年より 15.4％増加している。また、相

談経路としては施設、金融機関、不動産、障害者支援事業所等様々な関係機関からの相

談が多く見られている。 

【通町地区】通町小学校区の高齢化率は 22.98％で仙台市全体（26.19％）より低いが、通町

市営住宅や支倉県営住宅での高齢化率の上昇が懸念される。初回相談集計結果からは前

年度の 70 歳代からの相談の増加傾向は今年見られていない。新坂町からの相談件数が

毎年増加傾向である。 

【国見地区】国見小学校区の高齢化率は 31.04％と仙台市全体（26.19％）と比べ高い。初

回相談の集計結果から、独居世帯からの相談が 15.0％増加している。また医療機関からの

相談が前年度より 13.5％増加し、入院を機に相談が寄せられる傾向がみられる。 

【八幡地区】八幡小学校区の高齢化率は 25.48％と仙台市全体（26.19％）と比べやや低

い。初回相談の集計結果から、新坂町からの相談が昨年度に比べ 11％増加、また認知症

に関する相談が 14.7％増加している。 

1 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても安心して暮らし続ける事が出来るよう、地域

を作る関係機関や地域住民と連携を図りながら取り組む。 

・包括圏域会議の開催・チームオレンジ Leaf の継続・葉山男塾と荒巻マイスクール児童館

との交流後方支援・介護支援専門員と民生委員を対象にした研修会の開催・荒巻支え合

いセンターの後方支援・圏域会議の開催・個別ケア会議の開催 

２ 認知症施策の推進 

認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続ける事が出来るよう、認知症

の人と家族の声や視点を重視しながら、共生社会づくりの推進のために取り組む。 

・介護予防教室の開催・チームオレンジ Leaf の継続・既存の認知症カフェの開催と新しい

場所での創設・認知症サポーター養成講座の開催（三条中学校・荒巻小学校・通町小学

校・荒巻マイスクール児童館）ヘルプカードの普及啓発・認知症パートナー講座の開催(荒

巻民児協) 

３ 介護・フレイル予防の推進 

心身ともに健康で元気に生きがいを感じながら自分らしく生活できるよう、地域の身近なとこ

ろで介護・フレイル予防、健康づくりに取り組む事の環境づくりを進めるために取り組む。 

・新たな自主グループの立上げ支援（荒巻本沢）・これまで開催したことがない場所での開

催（荒巻中央パークマンション集会所・荘厳寺会議室）・介護・フレイル予防を意識した予防

教室の開催・スーパーや銀行、郵便局などでの出張相談会の実施・自主グループやサロ

ン、老人会活動の後方支援 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

台原 

【課題】 

・ 小松島は昭和初期、台原・旭ケ丘は昭和 30 年代以降急速に開発された戸建て住宅地

であり、昭和の終わりから平成にかけて建設された高層住宅も地下鉄駅近郊や幹線道路沿

いに点在している。圏域は全体的に狭い道や急な坂道、階段が多く、高齢者の外出に支障

をもたらしている。 

・ 地区の高齢者人口・高齢化率・認定者数ともにごく微増の傾向だが、地域に関わる役員

や地域活動参加者層の高齢化が進んでいる印象がある。若い世代の担い手不足は地域関

係者から懸念の声が多いこともあり、地域内の支援体制や地域活動の規模縮小が懸念され

る。 

・ 圏域に３つの小学校区があり、地域性に合わせた対応が必要である。特にコロナ禍後の

活動展開状況や組織運営体制等に課題が目立つ地区もあり、地域活動の水準向上に向け

た関わり方を意識する必要がある。 

１ 地域で共に見守り・支えあう連携・ネットワークづくりの促進 

・ 地域内関係機関、団体等と日常的な連携や会合等への参加を通して、地域課題や意

見を共有しながら地域アセスメントに取り組み、地域及び住民の見守り・支えあい活動の充

実を進めていく。特に医療機関や居宅介護支援事業所等との連携強化を図り、地域包括

ケアシステムの体制を強化する。 

・ 地域(小学校区)の個性や課題に応じて個別ケア会議や包括圏域会議を活用し、地域の

現状やニーズの把握、個別事例の検討から地域課題を掘り下げ、課題解決に向けた取組

みを推進する。 

・ 仙台市社協青葉区事務所等の関係機関や生活圏域が重なる他地域包括支援センター

と連携し、各種事業の実施にあたる。 

2 認知症当事者とその家族を地域で支えていく共生社会づくりの推進 

・ 地域住民や当事者・家族に新しい認知症観の理解が深まるように、基本的な知識や早

期対応、支え合いの必要性等に関する講座を開催し、広報啓発を進める。特に共生社会

づくりの推進には、認知症講座や認知症サポーター養成講座等を開催し、地域内で互い

に支え合う体制づくりに取り組む。 

・ 当事者・家族からの声や視点を知る機会づくりとして、地域住民が主体となる認知症カフ

ェの開催を支援する。特に台原老人福祉センターと連携し、圏域全体を対象とする認知症

カフェの開設を進める。 

3 介護・フレイル予防に積極的に取り組んでいく気運の醸成と環境の整備 

・ 介護予防教室の開催や地域活動に積極的に参加し、健康づくりの啓発を進めるととも

に、高齢者が自分らしく活躍できる場づくりや生きがい、セルフケアの視点も含めた取組み

を進める。特に今年度は、台原地区住民が身近なところで介護・フレイル予防活動に参加

しやすくなる場づくりに取り組む。 

・ 地域や個々の事情に応じ、介護予防・生活支援サービス事業や一般介護予防支援事

業を活用してフレイル予防・改善への取組みを行う。 

4 老人福祉センター、デイサービスセンター等併設施設との連携を密にし、併設による多

機能性・連動性の強みを活かした事業展開 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

花京院 

【課題】担当圏域は 7 つの小学校区を含み、商業地区/新旧の住宅街で構成され、地域・

町内会活動に温度差が見られる。全般的には、高齢化が進行し、身寄りのない独居高齢

者・家族関係が疎遠で多問題を抱える高齢者・社会的接点が希薄なご家族と同居される高

齢者等が増える一方で、見守り等の地域活動を支える担い手不足といった課題が深刻化し

てきている。 

１、地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 分野横断的視座に基づき圏域内の関係機関と連携維持/強化を図ることで、地域住民の

ニーズ・地域課題・地域資源の理解を深める。関係機関との連携を基盤に、既存の住民主

体活動の状況に応じた柔軟なアプローチを積み重ねることで、住民同士の支え合い・重層

的ネットワークの拡充に努める。 

２、認知症対策の推進 

 認知症の方とその家族の心情に配慮し、“共生”を前提とした「新しい認知症観」の普及

啓発及び認知症の人と家族が主体的に活動できる地域環境の整備を、認知症カフェ・認

知症サポーター養成講座等の活動を通じて、継続して推進する。また、認知症の早期発

見・早期対応が図られるよう、認知症初期集中支援チームや認知症疾患医療センター等を

はじめとした関係機関との連携を深め、多職種連携による認知症の人と家族の一体的支援

体制の充実を目指す。 

３、介護・フレイル予防の推進 

 地域の高齢者の方々が、その人らしく、住み慣れた地域で安心且つ主体的に生活が続

けられるよう、ICT/デジタル機器等の活用ニーズが拡がることも想定し、関係機関と連携を

図りながら、セルフケア/地域支え合い/フレイル予防/社会参加の重要性の普及啓発及び

活動機会創出に努めると同時に、個々の生活状況に即した「自立支援」のケアマネジメント

を推進する。 

４、丁寧且つ適切な相談対応の徹底 

 地域の方々がより相談し易い組織となるよう、日々の業務実践を通じて、伴走型相談支援

体制を想定した、丁寧且つ適切な相談・対応を徹底します。 

５、センター組織における良好な業務環境の維持及び適切な人材育成 

 職員相互のサポート体制に対する意識を高め、本質的なチームアプローチを目指すこと

で、各職員が、法令遵守の徹底と同時に、専門職としての意見を出しながら主体的に業務

に取り組める職場環境の構築を図ります。その上で、サポート意識に根差した人材育成を

推進します。 

青 

葉 

区 

大沢広陵 

【課題】 

・新型コロナウイルスが 5 類に移行した影響もあるのか相談内容に変化が見られた。新規相

談は昨年度 216 件、今年度 228 件と微増。給付管理件数は平均 10％増加している。この

ことから相談から介護保険利用に結びついているケースが増えていることがわかる。(参考ま

でに介護保険に関する相談前年度 159 件、今年度 148 件。認知症に関する相談前年度

16 件、今年度 22 件。) 

・一方で、介護保険サービス利用以外（例：認知症の進行、経済的困窮、家族の機能不全

など）や今後の生活を考えていかなければならない状況についての相談が増えている。漠

然とした不安感や危機感を持ち相談はするものの現実感を持つことができず行動に移すこ

とができない、現実的に行動化できないケースが多くみられた。 

・昨年度に引き続き、事業と事業、職種と職種の連動性、連続性を大切に実施していく。集

団、個人双方に向けてアプローチする。 

・家族の機能不全、権利擁護、経済的支援、意思決定支援など多くの要素を含む困難な

支援について昨年度に引き続き関連機関と連携していく。 

・今年度行ったアンケート結果をもとに、地域ケア会議を積極的に開催し、多職種連携の機

会と場を作りながらケアマネ支援を行っていく。 

・認知症については昨年度に引き続き「認知症は暮らしの中に当たり前にある」ことを基本

方針とし、個別支援のノウハウを蓄積する。地域、関係機関と共有しながら相互に対応力を

高める。 

・これまで構築してきた関係機関との連携や支援体制については、今後も新たな社会資源

を取り込みながらよりよいものにしていく。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

あやし 

【現状】 

・高齢化率は 22.2％と高くはないが、総人口 41，274 人中 65 歳以上の人口は 9，170 人

（上愛子地区は大沢広陵地域包括支援センターも含む）で年々増えている。（令和 5 年 9

月現在） 

・小学校区で見ると、上愛子小学校区は 46.78％で、子供が実家を出ており一人暮らしや高

齢世帯となっている。栗生小学校区は 22.3％愛子小学校区は 22.9％でほぼ同じであるが、

栗生小学校区は 60 歳以上の人口が他の地区より多いのが特徴である。広瀬小学校区は、

21％で若い世代が錦ケ丘の次に多い。錦ケ丘小学校区は若い層が多いこともあり、12.4％

と低いが、子供が親を呼び、同居や近くに住まわせるなどで市県外から転居してくる地区で

もある。地区によって差が大きいのが分かる。 

・相談件数は平均毎月 80 件であり、増加傾向である。5 区共通しているのは外出の機会が

少なくなり、運動不足や交流がなくなったことで、筋力や認知機能が低下しているという内容

が多かった。栗生小学校区は特に転倒した後の相談が特徴であった。 

・活動する場所や中心になっておこなってくれる人がいない地域がある。 

・3 つの小学校区で孤独死が５件あった。 

【課題】 

・全体的に地域住民同士のつながりが十分ではなく、当包括の周知についても同様なた

め、高齢者に対して早期発見や早期対応が出来ていない。 

・中心となってくれる人や次候補となる人がおらずサロンや活動がほとんどない地域がある。

また参加する人数も増えないという現状がある。 

・認知症に対する十分な認識や理解が出来ていないことや関わり方や対応に不安をもって

いることで認知症の人を排除（施設に入所したほうがいい）する考え方がある。 

・認知症の知識や認知症になっても共に希望をもって住み続けられる地域づくりが必要で

あることを理解してもらうために、活動の中で取り組んでいく。 

・心身共に元気に生活するために自分の出来る範囲で自分の事をおこなえるようにし、介

護・フレイル予防、地域交流を積極的に支援する。 

・地域課題を把握し、若い世代や子供と協働して高齢者を支えていく地域づくりをおこな

う。 

・地域の各関係機関と連携や情報共有を図り、他職種と共に連携して地域づくりをおこな

う。 

・総合相談や利用者・ご家族の相談には寄り添い、傾聴して丁寧な対応していく。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

国見ヶ丘 

○中山・川平地域（中山中学区） 

・中山地域は昭和 40 年代から住む住民が高齢化し、独居や高齢世帯が多い。また、転出、

施設入所等で高齢者が減っている地域がある。 

・坂が多く、ゴミ捨て、買い物、冬場の雪かきなどが困難となる例が多い。 

・地域組織は高齢化で担い手不足ぎみ。活動が縮小傾向。 

・新築戸建て住宅に、若い世代の転入もある様子。アパート等も多く、生活保護世帯もある。 

・運動自主グループはあるが、歩いて通える範囲全てにはない。 

・川平地域は活動が町内会単位となっており、独立性が高い。 

・買い物に交通手段が少なく、難しい例は多い。 

○吉成中学区 

・雪が多く、雪かきは課題。 

・近くに商店、バス停もなく、買い物が困難になる例は多い。 

・地域活動は活発だが、担い手の高齢化、世代交代の課題がある。 

・いわゆる呼び寄せ高齢者よりも、障害者や独身の子との同居高齢者が目立つようになり、

8050 問題が懸念される。 

・地域の活動者の考え方に温度差があり、地域活動の偏りがある。 

・民生委員の交代等により、困った時の相談窓口がわかりにくい部分がある。 

【課題】 

○担い手の問題 民生委員の欠員があったり、活動メンバーが固定化・高齢化しており、活

動が縮小しているところもある。若い世代を地域活動に巻き込むことが望まれる。 

○生活支援や孤立の問題 一人世帯で、ゴミ出しの課題はあるが、地域と関わりが薄く、ご

み屋敷になるなど。買い物が遠くて大変との相談がある。 

○コロナで交流や運動が減り、体力が落ちた等の相談が目立つ。 

計画性・目的意識をもち、相談・支援の効率化と質の向上をはかる。 

認知症への対応・介護予防・地域資源の把握、開発などに、地域の関係機関と連携しなが

ら取り組むことにより、住み続けられる地域づくりに努める。 

青 

葉 

区 

南吉成 

＜記載事項＞ 

【現 状】 

・担当圏域の高齢化率：折立中学校区 34.1％、南吉成中学校区 32.6％ 

・高齢者世帯や複数の課題を抱える世帯に関する地域住民からの相談や、精神的な疾患

を抱えている当事者からの電話相談等も前年度に比較して約 2倍に増加した。 

・医療機関からの在宅介護や終末期に関する相談が前年度より増加した。 

・地域活動が再開されたことで地域の方々との交流する機会も増加。既存の自主グループ

活動への支援やフレイルアウトリーチ支援事業を通じ、地域住民自身が健康に関心を持ち

健康状態を維持できるよう支援を行った。 

【課 題】 

・複数の問題を抱える世帯の相談ケースが増加。 

・特に折立地域は県営住宅の問題や人間関係が複雑になっているため、関係機関との連

携を図り情報収集を常に行う必要がある。 

・包括支援センターだけでは対応が困難なケースへの支援の組み立てについて、関係機関

と協働する仕組みについて検討する必要性がある。 

・フレイルアウトリーチ支援などを通じて集積した地域課題の整理・フィードバックが出来てい

ない。 

１．地域活動を通じて、住民が主体的に介護・フレイル予防に取り組めるよう支援するととも

に、地域の専門機関等と連携を図りながら一体的な支援を行える仕組みづくりを行う。 

 

２．当事者の声を大切にし、認知症の人と家族が安心して住み続けられる地域づくりにつ

いて、住民と共に学び、共生社会の実現に向けての仕組み作りを行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

桜ヶ丘 

【課題】 

・地域の高齢化により支援を必要としている高齢者（事業対象者や要支援認定者含む）の

増加傾向が続いており、介護保険申請依頼が多い。 

・地域の高齢化もあり、介護予防及び認知症を正しく理解するための取り組みや普及啓発

が必要となっている。 

・新型コロナウイルスにより活動休止・自粛から活動の再開を始めたが、この間の活動休止

の影響から再開ができない活動もあった。 

また、地域との連携も再構築を続けている。 

・住民同士の支え合い活動における活動会員数が増えておらず、高齢化もあって地域での

支え合いが進んでいない。 

・川平地域では、社会福祉協議会が中心となって支えあいの活動に対するアンケートを住

民に実施して今後の活動を検討している。 

・防災に対する取り組みについて地域包括支援センターや社会資源との連携を進めていく

必要がある。 

・桜ヶ丘地域に県営住宅があり、県営住宅での住民活動を把握しきれていない。 

・認知症を正しく理解するための取り組み・普及啓発を行ない、認知症となっても住み慣れ

た地域で孤立することなく暮らし続ける事の理解を推進していく。 

・各種の活動再開状況を把握しながら予防支援への取り組みを柔軟に実施する。 

・介護予防支援事業における円滑かつ適正なマネジメントを実施する。 

・住民同士の支え合いの重要性について理解と関心を深める。 

・閉じこもりがちの高齢者に対して外出、活動機会への情報提供を行なう。 

・介護予防支援、委託先の居宅介護支援事業所との連携を継続していく。 

・引き続き「顔の見える関係づくり」を行なっていく。 

・クレーム等に対する対応は法人本部、仙台市へ速やかに報告し指示を仰ぐ。 

・防災への備えや取り組みについて地域関係機関と連携を進める。 

・職員の資質向上のために研修へ積極的に参加する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

小松島 

 幸町地区 

エレベーターの無い県営住宅・市営住宅・UR 賃貸住宅が多く建ち並び、独居高齢者や高

齢世帯が多い。障害関連施設や精神科病院デイケアへ通う障害者が多く住んでいる地域

でもある。そのため、高齢者だけでなく高齢者と同居している何らかの精神・発達障害を抱

えた家族に関する相談が多い。 

安定した地域組織活動が展開されていたが、年度途中で連合町内会長が退任したため、

今後の推移を注視する必要がある。 

 幸町南地区 

大型商業施設と県営住宅・市営住宅・マンションが多く建ち並び就労世帯も多い。町内会

長の大半は単年度交代で、R５年度も連合町内会としての活動がなかった。安定している町

内会単位では催事や集いの場を開催している。連合町内会長が交替して２年目となるた

め、地域組織活動が発展することを期待したい。支援ケースの傾向は幸町地区と類似して

おり、８０５０問題が顕著である。 

 枡江地区 

二の森は急勾配な坂道が多く、古くからの戸建て住宅がほとんどで、閉じこもりによる高齢

者の孤立や地域との繋がりの希薄化が課題としてあげられる。 

地域福祉活動を行う上では、少ない支援者が固定化されているため、新たな人材育成が必

要である。地区社協主体の協議体である「まるっとサポート委員会」を中心に人材掘り起しや

世代間交流を中心とした活動を展開していたが、活動が低迷している。 

R４年度に連合町内会長が交替して以降、地域団体連携の協議体である「枡江まちづくり委

員会」が開催出来なかったため、連合町内会長に再開に向けての働きかけを行っている。 

 安養寺・自由ケ丘地区 

安養寺地区社協を主体に 4 町内会の地域福祉活動が活発に行われている。地域の人材

や社会資源を活用し、独自の地域催事や住民の繋がりづくり・助け会いの仕組みを発展さ

せていて、R５年には地区社協創立 50 周年記念講演会を開催されている。 

安養寺第一町内会は青葉区と隣接していることから小学校区が分かれ子供会も２つとなっ

ているため、世代間交流に苦慮しつつも行事を開催している。 

 小松島地区 

コロナ禍以前の活動には戻っていないものの、サロンや地域活動が再開。防災訓練は人数

制限の中で実施されたため、地域防災に関する住民意識向上の必要性があり、地域防災

マップの作成を行った。 

 圏域全体 

公営住宅・生活保護世帯が多いため生活困窮に関わる相談や、障害を有した子と同居する

本人の複合的・重層的な支援が増加している。 

 幸町地区 

・制度の狭間にある世代の支援に結びつかないケースや、何らかの精神・発達障害を有し

た子と同居する高齢者の相談等がこの数年増加していることから、重層的な支援体制づく

りにむけた関係諸団体とのネットワークの構築を働きかけていく。 

・集合住宅が多い地域にて階段昇降が持続でき外出の機会が増えるよう、フレイル予防を

はじめとする介護予防教室を集中的に実施する。 

 幸町南地区 

・連合町内会としての地域活動を今年度は行う予定とのことにて、連合町内会長との連携

を密にし活動へ関わっていく。 

・町内会単位での活動を活性化できるよう、介護予防教室やお茶飲み会などでの後方支

援を行う。 

 安養寺・自由ヶ丘地区 

・R5 年から新たに立ち上がった各町内会単位での集いの場「ふれあいカフェ・お茶っこ飲

み会」を通して住民の繋がりづくりが充実できるよう後方支援を行う。 

・独自のボランティア組織・助け合いに与する構成員の後方支援を行う。 

 枡江地区 

「枡江地区まちづくり委員会」の再開にむけ、連合町内会と地区社協へ働きかけ地域諸団

体のネットワークを再構築する。 

 小松島地区 

「小松島企画委員会」で作成した地域防災マップの配布と啓発・持続化に向けて取り組

み、住民の地域防災意識の向上につなげる。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

岩切 

【課題】 

圏域全体の人口は 18，327 人、うち 65 歳以上は 3，702 人と高齢化率は 20％（R5.10 月時

点）。車両基地の造成、山間部の宅地化に伴い新しい街並みが形成されつつある。高齢

化、過疎化しているバス通りは震災以来商業施設の減少、交通が分断されている余目地区

はバスの減便など交通面の課題がある。高齢者の健康面での課題として、圏域に 15 町内

あるなかで運動自主グループが 6 から 5 に減少、介護予防への取り組みを行う担い手の不

足がある。地域の各関係機関の横のつながりに関しては、一進一退を繰り返し普遍的な関

係性の構築が出来ず、介護予防の取り組みに関して理解が得られない。また、地域住民の

関係性、地域を元気にしたいという気持ちを維持するための支えが虚弱で、モチベーション

の維持が難しい。 

〇地域・関係機関との連携、ネットワークづくり 

・個別の取り組み計画をもとに、取り組み内容の役割分担を整理し、関係者とのネットワーク

を構築する。 

〇認知症施策の推進 

・認知症の人やその家族の支援ニーズと、認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕

組みを整備する。 

〇介護予防にかかるケアマネジメントの実施 

・地域とのつながりを維持しながら、無理のない柔軟な支援で自立に向けた意欲の向上に

つなげる。本人の「こうなりた」という生活行為を目標に支援する。 

〇介護支援専門員に対する支援 

・研修会や事例検討会等の開催による実践力向上支援、同行訪問やサービス担当者会議

への出席等を通じ個別ケースのサポート、介護支援専門員同士のネットワーク構築支援等

行う。 

〇地域ケア会議の運営方針 

・地域ケア会議を通して、認知症ケアに関するネットワーク、医療と介護のネットワーク、地

域住民同士のネットワークを構築する。 

宮 

城 

野 

区 

東仙台 

【課題】 

新田地区…町内自体の高齢化率は約 14％。昔からある新田 1～5丁目は新田１丁目の 22％を

はじめ、全て 15％を超えている。新興住宅地の新田東 1～5 丁目は全て一桁台だが、10 年前は

高齢化率が一桁台前半だったのに対し現在は後半になっており、高齢者人口も約 3倍に増えて

いる。新田 1～5丁目へのセンターの周知は以前から図れているが、新田東 1～5丁目について

はマンションが多いこともあり周知は十分に行えていない。センターへの相談内容は介護保険に

関することが中心。介護サービスの利用にそのまま繋がることが多い。地域自体は各組織に若い

世代の地域住民を多数配置しており、地域で必要な役職に割り当てられている。一方で介護予

防教室や認知症講座、認知症カフェなどの参加者は増えているが、住民主体の高齢者の活動の

場が少なく、又、高齢者の活動については担い手の割り当てが二の次になっている様子がある。 

東仙台地区…町内自体の高齢化率は約 25％。約 8 割の町内が 25％を超えている。新田地区

同様、センターへの相談内容は介護保険に関することが中心。東仙台地区は地域住民主体の活

動の場がいくつかあり、インフォーマルの紹介も適宜行っている。活動自体は参加者の確保もあ

り、センターも都度参加し後方支援を実施している。担い手の高齢化、担い手不足の課題があ

る。 

・多世代にわたる地域住民へのセンターの周知活動を行なうとともに、障害者や子ども等高

齢者以外の分野との連携強化を図る。 

・介護予防教室の開催や地域行事等の参加を通し、地域内の活動の場の継続支援及び

創出を行っていく。又、その中で新たな担い手の発見や育成を行っていく。 

・認知症講座や認知症カフェの継続などにより地域住民の認知症の知識や認知症の人へ

の理解を深めるとともに、認知症の人や家族が偏見なく 1 人の地域住民として生活を継続

できる地域づくりを行っていく。 

・地域内のイベントなどでフレイル予防の普及啓発を行う。高齢者だけでなく多世代への周

知を図ることでより効果的に介護・フレイル予防の推進を図っていく。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

宮城野 

【課題】高齢化率は 19.75％と低いが、圏域内総人口（29,606 人 R5.4 ←29,844 人 R4.4）

が多いために、65 歳以上の人口(5,847 人 R5.4 ←5,811 人 R4.4 ： 36 人増）が多い。

圏域内の要支援要介護認定者・事業対象者数が 1,142 人と多く、昨年とほぼ変わらない。

ただし、ケアプラン作成数は、１年で 50 件強増加した。 

新規とプレ新規（6 か月以上の間を置いて）の相談件数が 363 件(1 月末まで)と、R４年度よ

り 22 件増えた。相談内容は昨年度と同じく介護保険の申請と通所介護利用についてが多

く、特に通所介護利用についての相談が昨年度の約 2 倍、また認知症についてが約 1.7

倍増えた。相談元は、本人からが増えた。年代は、80 歳代が多少減少したが最も多く、70

歳代後半がやや増えた。 

古くて安いアパートに生活保護受給者が転居してくるが、健康状態が良くないのか、間もな

く亡くなり、また新しい人がやってくる、というように回転率が高い。 

認知症については、「なるかもしれないもの」「他人事ではない」という考えが増えてきたが、

周囲に言えるには、まだ壁がある。 

災害時の支援体制など備えが充分ではない町内会が多い。集会所が無い、もしくは狭く、

備蓄品を備えていなかったり、防災訓練を実施しても、参加者が少なかったりと、意識が低

い。 

老後の備えが出来ていない。金銭管理が出来なくなったら、一人暮らしが難しくなったらどう

するか、自分事として前もって考えず、判断能力が低下してから相談につながるケースが多

い。実際に、包括への相談のタイミングが分からないという声もあった。 

＊自分らしい生活を送ることができるように、それぞれが自分にとっての自立を意識できる

よう支援する。（自立支援・セルフケアの啓発、フレイル・介護予防、認知症の理解の推進、

災害時の自助の推進） 

 

＊住み慣れた地域での生活を続けられるよう、地域・関係機関と共に支え合い体制づくりを

行う。（認知症の理解の推進、災害時の共助の推進） 

 

「自分の事は自分で考えよう。自分が行動しよう！ そして、皆で話し合い、助け合えるよう

にしよう！」 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

榴岡 

【課題】 

・榴岡地区はマンションが多く、新しいマンションはオートロックによるセキュリティ管理が厳

重な所が多くなっている。そのため、民生委員や町内会の方々が介入に苦慮している。町

内会への加入をしないマンションもあり、防災面で町内会との連携が取れずに課題となって

いる。 

認知症や精神疾患の方で特に、マンションで問題行動のある方に対し、すぐに地域から排

除しようという傾向にある。 

古いマンションやアパートの住人は高齢者世帯や生活保護が多く、地域との交流が乏しい

傾向にある。 

・連坊、木ノ下地区は古くからの一戸建て、高齢者世帯、高齢単身者が多く、更に民児協、

町内会役員が高齢化しており後任への引き継ぎが困難な状況である。 

・８０５０問題で支援が困難なケースがある。 

・セルフネグレクトでかなり体調が悪化した状態で相談されるケースがある。 

地域の高齢者が生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安心して自分らしく過ごせるよう

に、地域包括支援センターが地域連携の拠点となり支援していきます。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても、安心して暮らしていけるように障害者・こど

も等を含む圏域内の関係機関との連携を強化するとともに、地域の住民や活動団体による

見守り・支え合い活動の充実に向けた支援を進めていく。 

・ケア会議等で多職種との連携を深めるとともに、そこから抽出された地域課題を明確化

し、解決に向け区と連携して取り組んでいく。 

・サロンの推進や新たな担い手を発掘し、ニーズとサービスのマッチングなど、地域活動の

充実を図れるよう支援する。 

 

(2) 認知症施策の推進 

・認知症サポーター養成講座、パートナー講座の周知と開催で、認知症になっても、ともに

希望をもって生きることができるという新しい認知症観へ転換できるように取り組む。 

・認知症の人が役割を持つことで希望や生きがいを持って暮らし続けることができる地域づ

くりのための環境を整備していく。 

・認知症の人と家族が孤立することがなく早期相談につながりその人に合った支援が受け

られるような体制づくりをする。 

・認知症の人と家族の想いや認知症バリアを把握し、課題解決に向け認知症の人や関係

機関と連携し取り組んでいく。 

 

(3) 介護・フレイル予防の推進 

・セルフケアや地域での支え合いが重要であることについて普及啓発を行う。 

・ICT・デジタル機器等を活用した介護予防の取り組みを行う。 

・自主グループや地域団体へ介護・フレイル予防に資する取り組みが出来るように継続的

に支援を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

高砂 

【課題】 

・令和 3 年から圏域内の総人口は減り続けている（令和 3 年 4月 28,748 人、令和 5年 4

月 28,220 人）が高齢者人口は増え続けており（令和 3 年 4 月 6,294 人、令和 5 年 4 月

6,435 人）、高齢者人口の約 10%が後期高齢者となっている。また、要支援・要介護認定者

も増え続けており、介護予防・フレイル予防についての取り組みが継続して必要になってい

る。 

・コロナ禍により止まっていた地域のイベント等が再開したが、住民の交流が途絶えていた

ため、今後どのようにコミュニティを再生していけばよいか悩んでいると高砂東町内会から相

談を受けた。 

・高砂西区町内会には運動自主グループがあるが、活動メニューのマンネリ化や参加者の

減少、運営側の人材不足に悩んでいる。 

・出花町内会で活動している出花茶友会（元老人クラブのメンバー）から茶話会以外の活動

や、町内の中でも参加者が少ない地域があるなどの相談を受けた。 

・令和 6年 11 月から大規模改修に伴う高砂市民センターと高砂老人福祉センターの休館

が予定されており、これまで両館を利用してきた個人や団体は活動の場を確保しなければ

いけない。各々、町内会の集会所等に打診しているが、対応はまちまちで、メンバーの中に

町内会員が何名以上いればよいというところやそもそも貸すことができないというところもあ

る。 

１．地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・住民の相談事が包括等の相談支援機関へ繋がるよう、民児協や町内会、老人クラブなど

地域関係機関への包括の周知及び連携を継続する。 

・住民ニーズの把握や個別ケースの検討を通じ、地域課題の把握に努める。地域包括ケア

会議等を通して住民と課題解決に向けた検討を行う。 

・社協宮城野区事務所等と連携しながら、地域の福祉意識の醸成に取り組み、住民主体の

支え合い活動を支援する。 

・医療機関や事業所等、関係機関と連携し、地域包括ケアシステムの維持・強化に努める。 

２．認知症施策の推進 

・他機関や専門職等と連携し、認知症当事者に認知症講座の講師を依頼するなどして地

域住民の認知症に対する理解を広めることで、認知症の方の社会参加を支援する。 

３．介護・フレイル予防の推進 

・町内会と協働による介護予防教室を開催し、介護予防の普及啓発を図る。 

・コロナ禍以降、活動が再開できていない自主グループに対して、再開の足かせとなって

いるものを確認・共有し、再開に必要な情報提供や支援を行う。 

・介護予防教室や東北医科薬科大学病院と連携した事業など機会をとらえてフレイルチェ

ックを活用し、フレイル予防の普及啓発に取り組む。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

福田町 

 

【課題】 

①圏域全体の高齢化率は 22.79%で小・中学区により地域の特徴がある。 

②今年度の総合相談件数は月平均 112.2 件であった。認知症や疾病が進行してからの相

談が目立ち、その中の多くは受診に繋がっていないケースのため、受診の相談から行った。

また介入が難しいケースや虐待ケースの大半がアルコール問題を抱えている 

③生活困窮度が高い人は人に頼りたくないという傾向が強く支援の求め方がわからない方

も多い。相談が来た時には、困難が大きくなり、いくつもの問題が絡み合ってしまってからの

相談になっている。 

<田子中学校区＞田子小学校区の高齢者率 22.26％ 高砂小学校区の高齢化率 21.30％  

①市営住宅が 4 か所あることで、独居や高齢世帯が多く、周りとの関係性が薄い。孤立して

いる高齢者が多い。 

②田子西こだまは町内会が新たに発足したが連合町内会に所属はしていない 

③二人暮らしだった世帯は年数が経ち独居世帯となり、誰かの支援を受けないと生活が成

り立たない独居高齢者が増えてきている。 

④独居や高齢者世帯の方から、ゴミ捨て等で困っていると相談を受けるが、ボランティア団

体などがない 

＜鶴巻小学校区＞  鶴巻小学校区の高齢化率 25.41％ 

①古いアパートが多く、単身の男性の相談が多い地域で町内会に所属していないため、地

域でも把握できていない方が多い地域である。 

②精神疾患や経済的困難な方の相談も多い。 

③昔からの結びつきや同地域に親戚がいる世帯も多いが、認知症やアルコール問題がある

と親戚とも疎遠になり、その家族だけで抱え込んでしまうケースがある。 

＜岡田小学校区＞  岡田小学校区の高齢化率 32.63％  

①同居率が高く、昔からの結びつきが強い地域であるが、認知症や介護保険の理解が十

分ではないため、家族で抱えているケースが多い。 

②防災集団移転により既存の町内会に入ったが、なかなか交流が進んでいない。 

誰もが年を重ねても安心して暮らし続けられる地域をつくるために様々な関係機関との方と支

援体制を構築する 

①相談先としての包括の周知と相談しやすい環境つくり 

・ファミリーマートみやぎ福田町店、七十七銀行扇町支店や圏域内郵便局３か所でチラシ配り

を行い、包括の周知を行う。 

・多くの支援者と繋がるよう努めている。必要時は地域ケア会議等を開催する。必要に応じて

各機関へ相談し、幅広い情報収集に努める。 

②認知症の普及啓発と地域の事業所との連携 

・認知症カフェを定期開催する。当事者の講話を開催したり等認知症を正しく理解できるよう

にする。 

・圏域の地域密着型事業所と協働で作成した認知症ケアパス地域版を広く配置する。 

・認知症パートナー講座を開催する。 

③介護予防の普及啓発と必要な地域活動への支援 

・介護予防教室を 20 回開催する。 

・介護予防教室や地域の行事等で、フレイルチェックやオーラルフレイルチェックを実施す

る。 

・商業施設等で多職種と連携してフレイルアウトリーチを継続する。 

・南蒲生、新原田、下岡田、田子西、田子西 3丁目の運動教室の支援を行う。 

④地域つくりに向けた関係機関との連携 

・包括圏域会議を小学校区ごと年 3回、全体会を年 1回、テーマを具体的に地域課題に合わせ

て設定する。 

・圏域会議にて取り上げるテーマについては、個別ケア会議を経て抽出された地域課題と関連

させる。 

・各地域で集いの場をつくり、孤立する高齢者をつくらないような支援を行う。 

⑤介護支援専門員への支援 

・ケアマネカフェは高砂包括と合同で年 2回開催する。 

・ケアマネジャー研修会を宮城野区内の包括と合同で年３回開催し、介護支援専門員同士の情

報交換ができるようにする。 

・ 必要なケースには地域ケア会議や支援者会議を開催し、多職種や事業所からの意見を聞き

ながら課題解決を支援していく。 

 

各小中学校区別基本方針 

＜田子中学校区＞ 

①ゴミ捨て等で困っている独居高齢者が多いため、ボランティア団体などの発掘に努める。 

②独居や認知症の方の見守り体制を構築する。 

③高齢者が孤立しないように、集いの場を定期的に開催する。 

＜鶴巻小学校区＞ 

①相談先としての包括の周知の拡大を図る。 

②独居高齢や身寄りのない高齢者が多い地域なので、民生委員、介護支援専門員との支援体制

を構築する。 

③独居や認知症の方の見守り体制を構築する。 

④地域で行うサロンや集まりの場でアルコールの話をし、啓発を行う。 

＜岡田小学校区＞ 

①沿岸部の地域への健康教室や茶話会等への支援を続ける。 

②地域活動の中で、認知症の理解や高齢者虐待防止などの啓発を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

燕沢 

【圏域の課題】 

西山中学校区を 3 つの小学校区に分け、地域支援を行っている。 

・昨年度は「アフターコロナの活動再開に向けた取り組み状況について」宮城野区社会福祉

協議会の第１層生活支援コーディネーターとともに圏域ケア会議を開催した。サロンを再開

した町内会が増加し、サロンの輪には認知症当事者も参加している。認知症高齢者が認知

症になっても地域で自分らしく生活する住民主体の地域づくりがみられている。 

・「担い手不足」の問題が圏域内で年々深刻化している。各地区民生委員児童委員協議会

でも欠員が数名いる事態が続き、福祉委員の高齢化、町内会の役員不足がみられている。

昨年度介護予防運動自主グループもリーダーの退任がサポーターにも波及し、解散となっ

た。 

・さらに介護保険給付対象者や 8050 問題、精神疾患を抱えた方の相談が増加した。相談

機能の強化を目的に宮城野区社会福祉協議会、障害者相談支援事業所、小・中学校と連

携を図り共生社会を意識した地域づくりへの展開を継続して取り組む必要性がある。 

・地域の身近なところでフレイル予防の環境づくりに努めた。フレイル予防サポーター養成

研修では多くのシニア世代が研修を受講した。地域の担い手不足に対して、シニア世代が

関心を持つ取り組みを行うことが、地域活性化の一助となることを感じた。 

【地区別課題】 

・燕沢地区…丘陵地帯に位置し、地縁関係が深い地域で古くからの住宅街である。コロナ

前は各町内会で通いの場が 1か所ずつあることを目標に活動してきた。アフターコロナで多

くのサロンが活動を再開した。民生委員が 2 町内会で欠員が出ている。精神疾患を抱えた

家族支援を宮城野区役所、障害者相談支援事業所と連携を図りながら支援をしている。 

・西山地区…11 町内会で形成されている。町内会長が輪番制となっている町内会の割合が

多く、例年 5 名が会長変更となる。西山学区町内会連合会定例会に出席し、小中学校、町

内会長との関係性を強化するように努めている。 

・枡江地区…圏域の中でも高齢化率が高く、特に安養寺 2 丁目においては高齢化率が

35％に達している。「まるっとサポ―ト事業」が一昨年で終了となり、地域内で活発な意見交

換の場が減った。「枡江地区まちづくり委員会」で地域の情報共有、地域課題の抽出を行う

場づくりを再度構築していく必要性がある。 

①介護予防、フレイル予防に取り組める地域づくり。 

②自立支援に資するケアマネジメントの実践。 

③認知症の理解と支え合う体制づくり。 

④住民主体の地域づくりに向けての働きかけ。 

⑤地域包括ケアシステム構築に向けた地域ネットワーク化。 

⑥機能強化専任職員の連携とアウトリーチの強化。 

⑦各地域課題の抽出と課題解決に向けた働きかけ。 

⑧地域特性・状況に合わせた総合相談支援体制の確立。 

⑨業務の効率化・働きやすい環境作り。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

鶴ヶ谷 

【課題】 

・鶴ヶ谷団地造成から 54 年の歳月が過ぎ、担当圏域人口は 13，673 人でうち 65 歳以上の

人口は 5,111 人。高齢化率は３７，38％と宮城野区内においても高い状態(令和 5 年４月１

日現在)。人口減少はあるが若い世代の流入により 65 歳以上高齢化率の上昇に歯止めが

かかりつつあるものの、依然として後期高齢化率は増加傾向であり、それに伴い 65 歳人口

比の事業対象者・要支援・要介護認定率も増えている。 

・要介護認定率の増加は、コロナ渦における外出頻度の減少からの高齢者のフレイル化が

関係している。地域の閉じこもり対策とフレイル対策は喫緊の課題となっている。 

・コロナ禍における、地域での活動の減少と、後期高齢化率の増加による世代交代によっ

て、顔の見える関係が希薄になり情報の共有化を図るシステムや、認知症の高齢者や精神

疾患を含む障害者に対する地域での生活を支える基盤が揺らいでいる。 

・専門職を配置する福祉事業所からも、独居世帯で身寄りのない権利擁護支援を必要とす

るケースや、障害を抱えているご家族と同居されているケース(8050 問題)の相談が増加して

いるため、顔の見える関係の再構築は事業所間でも必要と考える。 

・高齢者虐待問題、消費者被害問題における直接的な被害の相談が依然としてある。ま

た、表出してないケースも多く、普及啓発の継続が必要。 

65 歳以上高齢化率がピークを迎え、今後低下していくが、依然として後期高齢化率

の増加が残る。それに伴い世代交代など新たな課題が浮上している。今後の圏域内

高齢者の複雑化する課題に対し、高齢者分野だけでは対処が難しくなると考えられ

る。多職種連携、多法人連携、多世代間の交流などを一体的に支援することが求め

られる。 

①地域の関係団体やサービス事業所が連携し、健康増進や介護予防につながるよ

う、かつ、高齢者が活躍できる環境や関係性ができるよう支援していく。 

②認知症や精神疾患をはじめ、多くの課題を抱える困難事例を通じ、高齢者福祉事

業所だけでなく、障害分野の専門職や多職種・多世代の連携が図れるよう支援す

る。また、住民がその課題を我が事ととらえ、希望を持って自分らしい生活が継続

できるよう、専門職とのネットワークができるよう支援していく。 

③事例検討会や研修を通じ、近隣の介護支援専門員の資質向上はもちろん、関係性

のある福祉事業所とも情報交換を密に行い、介護分野における人材の育成基盤とな

れるよう支援していく。 

④包括内専門職の専門性向上と地域包括支援センターとしての対応力向上を図り、

圏域内での相談窓口機能の向上に努める。 

若 

林 

区 

六郷 

【課題】 

1.地域の見守り、支えあいの必要性が高まっている 

高齢化率が 30.43％(R5.10.1 現在)となり、市内でも高い水準となっている。30.09％

(R3.10.1 現在)→30.11％(R4.4.1 現在)と増加傾向にある。独居や高齢者のみの世帯が増

え、多世代同居でも日中独居や日中高齢者のみの世帯も多くなっている。また、75 歳以上

人口率も 14.91％(R4.4.1 現在)→16.20％(R5.10.1 現在)と増加している。 

2.災害時の協力体制強化 

海や名取川が近く、津波や川の氾濫等水害の危険性が非常に高い地域であるため防災意

識は高い地区であり、町内会ごとに体制を整えているが、町内会ごとに体制が異なってい

る。また、包括で把握していない要援護者の情報を町内会、民生委員とすり合わせをする必

要がある。 

3.介護・フレイル予防の推進 

要介護等認定者数・事業対象者数が 714 人(R4.4.1 現在)→770 人(R5.5.1 現在)→811 人

(R5.9.30 現在)と増加傾向にあり、生活機能の低下予防が必要。また、コロナ禍で地域活動

が制限された。地域活動再開後参加がなくなった住民もいる。通いの場の創出や活動継続

に向けた支援が必要。 

1. 地域の関係機関(町内会、民生委員、主任児童委員、福祉員、老人クラブ、交番、病

院、薬局、商店、金融機関、介護保険事業所等)と日頃から情報交換を行ない、地域の動

きを常に把握していくとともに、支援の必要な高齢者の早期発見に努め対応する。また、障

害者・子ども等、高齢者以外の分野との連携強化を図る。 

地縁関係が深い地域であり、古くから住む住人には困った時にお互い助け合う風土ができ

ている。地域の住民や活動団体による見守り・支え合い活動の充実に向け、住民同士の支

え合いの重要性について理解と関心を深める。新たな担い手の育成、支援ニーズとサービ

スを提供する主体とのマッチングなど、地域の活動に対する支援の充実を図る。 

2. 災害時要援護者リスト登録など要援護者に対し、災害発生時の避難方法や支援者との

協力体制の確認・強化を町内会と共同で行う。また、圏域内に居住する要介護者を担当し

ている居宅介護支援事業所のケアマネジャーから、医療依存度の高い方の情報を確認しリ

ストを更新する。 

3. 介護予防教室を開催しフレイル予防の講話や杜の都のきほん体操を行い、地域高齢者

の介護予防、フレイル予防の意識向上に努め外出の機会を作る。可能な限り地域活動や

サロン等に顔を出し顔の見える関係作りに努めるとともに、活動の自主性を損なわず継続し

ていけるよう運営のバックアップを行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

若 

林 

区 

沖野 

【課題】 

沖野地区令和 5 年 9 月現在で、総人口 13，800 人うち 65 歳以上 3,822 人高齢化率

27.70％、75 歳以上 2,080 人高齢化率 15.07%で 75 歳以上の後期高齢者は昨年より 161

人と大幅に増加している。要介護認定者数も 731 人と昨年より 57 人増加。今年度より民生

委員一斉調査が再開され、実態に伴い要援護登録者数も増加している。総合相談 R5.4 月

～R6.2 月迄計 614 件で増加傾向 

【総合相談内容、介護保険のみならず、虐待や生活困窮、障がいの子と同居ケースなど複

雑化してきている】 

【がんの疾患をかかえる高齢者の増加】 

【沖野老人福祉センターが改築工事終了、沖野コミニティセンター改築工事が延期してお

り、会場が取りにくい状況が続いている】 

【沖野団地は空き家が増え、1～4 号棟解体。5～13 号棟に既に移転済み。孤独死等も見ら

れて来ている】 

センター開所も 12 年目を迎え、基本目標の実現に向け、高齢になっても住み慣れた沖野

の地域で安心して自分らしく生活出来る様取り組んで行く。                   

【1】圏域内の医療・介護・予防・生活支援・住まいに関わる関係機関の他、障がい者・子ど

も等高齢者以外との分野との連携強化を図るとともに地域の住民や団体による見守り・支え

あい活動の充実に向けた支援、取り組みを推進する。圏域ケア会議や個別ケア会議を活

用し、地域の課題を共有し地域づくりにつなげていく。 

【2】認知症施策の推進 

認知症の人が役割を持ち、地域の一員として活躍する機会や場の創出等認知症の人と家

族が生きがいをもって沖野で生活出来る様、取り組みの充実を図る。地域版認知症見まも

りマップ作成を通じて、同時に地域で共に暮らせる体制を強化して行く。 

【3】介護・フレイル予防の推進 

心身共に健康で生きがいを感じながら自分らしく生活出来る様、フレイル予防や健康づくり

に取り組み事が出来るような環境づくりを進める。自主運動サークルや地域のサロンや団

体等と協力し、後方支援を強化することで団体の拡充や受け皿つくりを進めていく。 

【4】権利擁護普及啓発 

虐待防止の取り組みや支援対応、特殊詐欺被害防止に関係機関と協力し取り組んで行

く。 

若 

林 

区 

河原町 

圏域の高齢者人口は、5,1080 人（令和 5年 9 月）。高齢化率は 23.5％。仙台市より 1.6％

低く、若林区より 0.4％低い。圏域全体が平地で、住宅地である。圏域に流れる広瀬川の河

川敷が散歩コースとして市民に親しまれている。 

東北本線を挟み東西で、地域性が異なる。 

仙台市街地に近い西側（南材地区）は、町内会の会数 25。地下鉄の駅も近く、商店街、医

療機関も充足しており便が良い。駅近く、特に圏域北西エリアに学生向けのアパートが増え

ており、街並みも変化し地域との交流が全くない方も多い。高齢化の進んだ築古マンション

もある。駅から離れた地域は、一軒家や古い借家アパートが多く高齢化率も高い。 

圏域東側（若林地区）は、町内会の会数 20。若林西市営住宅近隣は、スーパー等商店が

あり、利便性が良い。一方、若林 6 丁目 7 丁目は、4 号バイパスで分断されており、生活圏

域が沖野地区。活動場所が限定されている。 

【課題】 

①町内会により、地域活動の格差がある。（地域のリーダー・キーパーソンの存在、集会場

所の有無等に起因） 

②マンションが複数存在するが、高齢者の情報が周囲から入りにくく、対応が遅れる傾向に

ある。 

③若林地区に、低所得者が集中する築古借家が点在している。困難な課題を抱えた高齢

者が多く居住するが、地域との交流が乏しく、情報も入りにくい。 

高齢者が健康で生きがいを感じながら、心豊かに自分らしく活躍することができるとともに、

地域で共に支えあい、将来にわたり誰もが安心して暮らし続ける事ができる社会の実現を

目指す。住民が、いくつになっても「生きがい」「自分らしさ」を保ちながら多世代の交流・活

動を継続できる地域づくりをサポートする。住民が主体的に心身の健康を保ち介護予防に

取り組めるよう、多角的に支援していく。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「情報が入ってくる」「高齢者支援のための協力を得る」等、協力者を増やす目的で、地域

サロンの立ち上げ支援を行う。 

・包括圏域ケア会議、個別ケア会議を積極的に行う。 

・社会資源の把握と、連携が図れるための顔の見える関係を作る。 

（2）認知症対策の推進 

・認知症カフェ（圏域内 2 ヶ所）の継続と周知を行う。 

・家族会の開催。 

・市民センターと連携した認知症講座等の開催。 

（3）介護・フレイル予防の推進 

・介護予防教室を、活動が停滞している地域を選定し、開催する。 

・自主グループ・地域のサークル等の地域団体と、連携を強化する。 

・活動が休止している地域に対し、活動立ち上げに向けた支援を行う。 

・住民への介護予防の理念の浸透を図る。（介護予防教室の開催、広報誌の活用、地域活

動参加） 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

若 

林 

区 

七郷 

【課題】 

①公営住宅（県営 2 ヶ所・市営 5 ヶ所）が多く、入居者の高齢化による独居・高齢者のみ世

帯の増加、町内会に入会していない世帯の増加で、課題が発生した時に当事者からの発

信や外部からの気づきが遅くなる。 

②地下鉄東西線の六丁の目駅や荒井駅の影響もあり、宅地造成やマンション建築に伴い

転入者が増加している。しかし転入者の多くは新しく造成した地域で若い世帯が多い。以前

から住んでいる地域住民との交流の場がない。 

③障害を持っている 65 歳未満の子供と高齢者が同居している世帯で、どちらかの体調や

病状の変化で、生活継続が困難になる場合の障害支援機関との連携がスムーズではない。 

④ペットを飼育している高齢者が体調を崩し入院や・入所時の対応に苦慮している。 

⑤要援護者リストの活用に向け、支援が必要な高齢者と、支援を行う関係機関とのつながり

を強化する。 

①各自治会会長や町内会会長及び地区担当民生委員児童委員と日ごろから情報交換を

行い、変化を気づいたときに、連絡を早期にいただけるように関係強化する。 

②令和 5 年度より再開した七郷市民祭りや、防災訓練など多世代が参加する活動へ積極

的に参加する。また、地域にある商業施設に働きかけを行って地域包括支援センターの役

割理解や活動紹介・行事広報の掲示をお願いする。地域内で高齢者に対し、思いやりや

見守り、新しい認知症を理解できる機会を増やす。 

③障害のある高齢者や、高齢者と障害者家族の世帯に関して、日常生活が安定して送れ

ている状況のときに、その世帯に関わる支援者同士がつながる機会を設ける。発生する課

題解決に向けて生活への支援者で協力して対応できる体制を整える。 

④③に加え、対象となる高齢者や家族、その支援者へもしもの時に備える対策を準備する

意識を持ってもらう働きかけを行う。 

⑤災害発生時に支援を必要とする高齢者への働きかけとして、介護サービスを利用してい

る方自ら地域の方に支援をお願いするように担当介護支援専門員が助言するよう働きかけ

る。 

若 

林 

区 

大和蒲町 

●大和地区 

 ・集合住宅が多い。一軒家に住む人が少なくなってきている。 

 ・近くに店舗が多数あり、買い物には困らない。 

・生活保護、障害等の問題を抱えている個人（世帯）が多い。 

●蒲町地区 

 ・なないろの里周辺は商業施設が多く便利だが、他の地域では買い物や通院 

の困難さにつながっている。 

 ・民生委員との交流が少なく、お互いのこと（顔や名前）を覚えきれていない。 

 ・住民同士のつながり、付き合いがある。地縁組織の連携も円滑 

 ・集まりやすい拠点（市民ｾﾝﾀｰ、ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）がある。 

【課題】 

・問題の多様化（各制度、関係機関とのつながりが必要） 

・集合住宅内における居住者の高齢化、および関係の希薄さ 

・家族形態、障害、金銭問題などの生活困窮世帯の多さ 

・大和地区、蒲町地区の地縁組織の差が激しい 

・世代間交流が少ない 

・地縁組織との連携をもっと活発に 

テーマ「誰でも、自分らしく生活し活躍できる地域へ」 

・集合住宅での支え合いの仕組みをつくる（モデル的マンションを作る） 

 →管理組合（会社）に見守りできる体制の必要性を伝えてケア会議開催につ 

なげる。 

・ケア会議の積極的な活用（地縁組織の関係性を深め、連携を生む） 

 →気軽に開催、意見・情報交換ができるような関係性を築く。 

・地縁組織、学校関係との協働事業（多世代交流） 

・フレイルイベントの継続（早期での関係づくり、ｾﾙﾌｹｱ・健康意識の向上） 

 →大型商業施設での啓発活動をすることで、フレイルをはじめとし、包括支援 

センターを知って頂く機会とする。 

・支え合いの意識の醸成 

 →ケア会議を数多く開催することで、関係者同士の関係構築、問題解決能力 

を向上したり、支え手を徐々に増やすことができるようにする。 

・認知症の人（家族）が参加できる活動 

 →本人が主体的に参加でき、居場所ややりがいを見つけることができるような 

認知症カフェを開催する。 

・多世代、他機関とのつながり強化（ネットワークづくり） 

・小学校を基点として、多世代の継続的な交流、地縁組織や企業とのつながりを作ること

で、地域内の高齢者を支えるネットワークを強化する。 

・ﾏﾝﾊﾟﾜｰの掘り起こし、育成 

 →介護予防教室、フレイルチェックフェスタ、サロンなどを活用することで、「支えられる側

から支える側へ」なれるよう意識づけを継続的に行う。また、活動につなげられるよう区や社

協との話し合いの場を持ちながら実現を目指す。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

若 

林 

区 

遠見塚 

高齢者総人口 21.048 人、うち 65 歳以上人口 5.333 人(前年比＋2 人)、高齢化率 25.34％

(前年比＋0.05％)、75 歳以上人口 2.848 人(前年比＋80 人)、75 歳以上人口率 13.43％

(前年比＋0.4％)、介護保険認定者数 1.131 人、事業対象者数 65 人。地下鉄東西線がで

きたことで、若い世代の転入増えている。一方で、高齢者の単身・高齢者のみの世帯、障害

者等と同居の高齢者世帯が多い。老朽化した家屋、建物等が増えている。総合相談は、よ

り複雑化した相談が増えている。認知症や精神疾患、末期がん、経済問題、家族関係、虐

待、成年後見、ゴミ屋敷、家族への支援に関する相談も多い。さらに閉じこもりによるフレイ

ルの相談も増えている。本人、家族からの相談はもちろん、病院や関係機関、住民からの相

談も多い。地域特性としては、関係機関や協力員等のつながりや地域活動は積極的ではあ

るものの、地域によっての温度差がある。遠見塚コミュニティセンター・文化センターの改修

工事開始に伴い、活動の場所が減少する。若林区中央市民センター別棟や近隣町内会の

集会所を活用し、活動の場を継続している。公的機関、医療、店舗、公園や集会所等の集

いの場など利便性も高いが、地域差がある。会場の減少により地域のサークル活動を妨げ

ないよう調整していく。 

＜記載事項＞ 

① 地域包括ケアシステムの重層化に伴い今まで以上に、住み慣れた地域で、健康

で実りある自立した生活が送られるよう理解を深めながら、地域住民や関係機関が

つながりを絶やさない、支え合うまちづくりを目指す。また、地域の見守りネット

ワークの重要性について共有し、様々な形の支えの担い手づくりに向けて連携協

力、研修会等を開催する。 

② 公的な高齢者総合相談窓口として、介護予防支援事業所として、地域全体によ

り広く周知を図り、医療機関、金融機関、各関係機関、司法、各福祉関係事業所等

との連携を強化し、迅速で適切な支援に繋げる。 

③ 認知症に対して不安を抱えている方、認知症当事者やそのご家族を支える取り

組みとしてケアパスの見直しを図り、認知症カフェや家族のサロン、介護を終えた

方の集いの場等を開催し、埋もれることがないようにお便りや電話等を活用し、情

報発信、状況把握等を行っていく。 「遠見塚見守り隊」の活動についての協力依

頼、連携機能の充実。仙台市見守りネットワークの周知、活用に向けた支援を行

う。教育機関への挨拶まわりを行っていく。 

④ 地域住民が早期に「介護予防（フレイル予防）・認知症の理解」に取り組める

よう、地域のサロンや介護予防教室等を機会に健康教育を実施していく。閉じこも

りによるフレイルを防ぐための注意喚起を行っていく。 

太 

白 

区 

愛宕橋 

【課題】 

・愛宕橋包括圏域の総人口は 10,195 人（前年比 262 人増）、うち 65 歳以上の高齢者 

が、2，805 人（前年比 5 人減）、令和 5 年 10 月時点の高齢化率が 27.51％(前年比 

0.78％減)うち 75 歳以上が 1，603 人（前年比 45 人増）と後期高齢者が微増傾向。 

・圏域内の大半が丘陵地であり、細い道路や坂道が多く交通の便が悪い。高齢者の 

外出に影響が大きく、閉じこもりの原因でもある。高齢者の孤立や心身の機能低下につなが

りやすい。重度化とならない対応や生きがいを持ち続けられる環境が必要。 

・独居や老々世帯･8050(9060)世帯、身寄りのない高齢者が増加傾向。 

古い貸家・アパートが多く、低家賃で保証人のいない方が入居できる物件が多数 

あり、生活保護受給者や低所得者など生活困窮世帯が多い。 

 その為、権利擁護の対応や、潜在的にも支援を必要としている高齢者が年々増加。 

・アパート 1 棟を外国語学校等で活用しているところが複数あり、そこに居住する外国人が

増加傾向にある。また、古いアパートを丸々一棟、障害者施設、グループホーム、セーフテ

ィアパートとして活用している団体が複数あるため、そういった施設の情報を得られるよう引

き続き取り組みが必要である。 

・圏域内には（歯科以外の）医療機関がないため、圏域外でも近隣の医療機関と連携し 

合える関係性の構築を今後も広げていく必要がある。 

・介護支援専門員に対し、『介護予防のための地域ケア個別会議』の開催や『ケアマネジャ

ーとの情報交換会』を活用し、地域資源・インフォーマルサービスの情報提供を継続。高齢

者がこれからも地域とつながり楽しみや生きがいを感じることができる支援に活かしていた

だけるように取り組んで行く。 

・認知症関連事業については、これまで構築されているあらゆる機関とのネットワークを活

用し、認知症があるなしに関わらず、その方が望む生活の実現に向けて、その方自らが生

き方を選択できるよう、地域住民に寄り添い、関係機関との更なる関係性の強化に努める。 

・2024『地域ワンダー』in 向山の開催に向けて活動している実行委員組織との連携が年々 

深まり、様々な事業への発展（地域ケア会議）へ繋がっている。年齢や組織、機関の垣根 

を超えて協働できる企画を通じて、この地域における共生社会について、目指す姿のビ 

ジョンを確立していく。 

・介護予防事業では、地域の専門職や民間企業と協力しながら、フレイル予防や高齢者の

健康管理に関する正しい情報の提供を行い、住み慣れた地域で継続して生活できる身体

機能の維持を図っていく。 

・権利擁護業務については、センターが相談窓口であることを機関紙やサロン活動で普及

啓発を継続していく。高齢者虐待について、通報があった際には的確に緊急性を判断し、

関係機関と情報共有しながら速やかに対応する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

八木山 

１）開発から半世紀が経つ住宅地域で後期高齢化率が高い状態継続 

  (高齢化：30.83% 数：6,035 人、後期高齢化率:18.28% 数：3，578 人） 

→・介護申請～認定を受けサービス利用必要なケース増加 

  （要支援認定でのサービス利用者月平均 R5.4：291 件→R6.1：320 件） 

・認知症により起こる問題の多様化（高齢者虐待含む相談増） 

・高齢両親と何らかの問題のある子供（8050・9060） 

・９０代への支援に関する問題 

・認知症ではないが理解ができず、毎回方向性が変わる 

・緊急的対応、関わり拒否、無理な要求「今すぐ」「自分最優先」 

・感情を抑制できない方（怒鳴る） 等 

2）地形的問題～「山」であり「坂」の街である 

・高齢化と重なり『人助け』どころではない人が多く互助の仕組みが生まれにくい 

（ゴミ捨て、買い物、雪かきの負担等） 

・歩行が大変になると外出が困難 

（上記同様ゴミ捨てや買い物、地域等活動への参加継続断念） 

     →早期発見のしにくさやフレイルの加速化に繋がっている 

１．地域包括ケアシステムの体制強化 

 １）「包括主導にてしっかり推進していくべきこと」 

①地域状況の把握、積極的な情報の提供、資源発掘 

②各地域活動・グループの継続・拡大の為の支援 

③認知症に関する取り組み→2 として記載 

④フレイル予防の啓発→3 として記載 

⑤個別ケア会議の実施 

2）「地域との連携を図り進めていくこと」 

①他の支援機関、”広がる地域活動”への後方支援 

（町づくり P、市民センター共同事業、防災連絡会、地区社協、民児協、 

東北工大 他） 

②地域支え合い・介護予防体制づくりの推進 

・話合いへの参加、連携してのイベント開催 等 

（ハーブＰ、わんわんパト、金剛沢緑地愛護、駅前ガーデン愛護、他いろいろ 

・地域住民への情報提供、参加への促し 

・企画参加、アイディア提供 等 

   ③圏域内障害支援事業所と連携しての重層的支援体制構築 

    （これまでの繋がり継続と更なる連携強化） 

   ④ボランティアや自費有償サービス等の発掘や周知 

2．共生社会づくりのための認知症関連施策の強化※詳細は認知症関連業務へ 

  ①地域全体の新しい認知症観への転換促進 

   （施設だけではなくても地域で暮らせる！を浸透させる） 

  ②早期相談の促進（本人・家族支援） 

（支援者からの情報提供や包括だよりでの広報、ケアパス更新等） 

  ③サポーター養成・パートナー養成講座開催 

   （受講後の活躍の場の検討や利用しやすい事業所増加を目指す） 

  ④徘徊捜索訓練の継続 

3．介護・フレイル予防の啓発推進※詳細は介護予防関連業務へ 

  ①介護予防教室等集まる場において各種ツールを活用した気付きや 

    セルフケアの促しや意識づけ 

  ②地域の商業施設や医療機関などにも協力を仰ぎ普及・啓発の場増 

   （ツールの設置だけでなく簡単な測定会を呼び水とした啓発の場作り） 

  ③介護予防教室の開催場所や方法の工夫（隣接包括との連携） 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

西多賀 

＜記載事項＞ 

●圏域の高齢化率は令和 5 年 10 月時点で 29.65%と年々上昇傾向。世帯の特徴としても

身寄りのない独居高齢者、家族が遠方、関係性希薄のためサポートが困難な高齢者が増

加。 

●8050(9060)問題といった複合的かつ支援終結まで時間を要するケースが増加。 

●虐待件数増加(今年度通報件数 2 件)。また虐待疑いはあるも 8050 問題なども起因し地

域との関わりもなく事実確認が困難、もしくは時間を要するケースが増加。 

●地域の見守りや支え合い体制において、地域ごとに温度差が見られる。 

●社協や民生委員、町内会、SBL など、地域活動を支えている方が重複して役割を担って

おり、担い手不足の問題は継続。 

１．地域・関係機関との連携・ネットワーク作り 

圏域内の町内会・民児協・ＳＢＬ・市民センター・医療機関・介護サービス事業所・老人クラ

ブ・金融機関・商店との顔の見える関係づくりを継続、また高齢分野以外との連携強化も図

りながら高齢者を重層的に支える地域ネットワーク作り、地域資源の活用・創出を推進す

る。 

2.認知症施策の推進 

認知症の人や家族が早期相談につながり、早期診断や必要な支援、活動の場への参加

が継続できるよう医療・福祉機関との連携を強化するとともに、認知症ケアパス・認知症カフ

ェの普及啓発を継続。また、地域住民に対する勉強会、サポーター養成講座等の継続的

活動を通じて、認知症を我が事と捉え当事者視点での関わりについて理解を深め、地域全

体で支える共生社会づくりを推進。 

3.介護予防の推進 

地域の高齢の方々が、住み慣れた地域で主体的に活動が続けられるよう、関係機関と連

携を図りながら、様々な社会資源を活用して自立支援に資するケアマネジメントを推進す

る。また、介護予防・社会参加の重要性の意識向上が図られるよう、介護予防教室等や地

域団体との共催事業を活用し、地域の身近な地域での活動機会の提供、介護予防・フレイ

ルの普及啓発を促進。 

４.相談しやすい窓口対応の徹底 

地域の方々が相談しやすい窓口となるよう、常に迅速・丁寧に対応するとともに、住民目線

に立ったセンターの環境整備、情報整理を行う。また、各職員が専門性を生かして主体的

に他職員のサポートを行い、本質的なチームアプローチによる支援に努める。 

5.センター事業への専門職の主体的参画 

 三職種及び機能強化専任職員がセンター事業に対して専門性を生かし主体的に参画

し、知恵、アイデアを出し合いながら前例に捉われることなく、地域特性に即した事業に取

り組む。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

長町 

【課題】 

・R5.4.1 時点で高齢者率 23.76％、高齢者数 7,733 人、要介護認定数 1,604 人（R5.5.1 現

在）高齢者数、要介護認定数も増加傾向にある。 

・相談内容は家族・親族からの介護保険に関する相談が多い。施設入所に関する相談や圏

域外からの相談も対応している。 

・コロナ禍で外出自粛が続き生活不活発さでフレイル状態の進行が見られる。 

・障害や精神疾患をもった家族との同居や身寄りがない、家族関係が薄い高齢者もおり課

題が多様化し成年後見制度等が必要と思われる相談も見られる。 

・認知症に伴う様々な問題で、地域の関係機関や支援者と連携し支援するケースが増えて

いる。 

【鹿野小地区】坂が多く、バスに乗れる高齢者は良いが通院、買い物には不便なところがあ

る。コミュニティ・センター等で趣味活動やサロンは開催しているが地域活動が休止している

ところがある。 

【長町小地区】交通の便、医療機関の充実はあるがマンション、アパートが多く立ち並び就

労世帯も多く高齢者が孤立しやすい。 

【長町南小地区】大型商業施設、区役所、南署があり、比較的新しいマンションもあり移り住

んでくる住民が多い。 

（１） 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・地域ケア会議開催の推進を行い、地域課題を明確化し住民同士の支え合いの重要性に

ついて理解と関心を深めていく。区等と連携しサロンの推進、担い手の発掘、ニーズとサー

ビスのマッチング等地域活動の充実を支援する。 

（２） 認知症施策の推進 

・認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続けることが出来るよう関係機

関と連携を図る。 

・認知症カフェの開催継続 

（３） 介護・フレイル予防の推進 

・心身とも健康で生きがいを感じながら自分らしく生活が出来るよう地域の身近なところでフ

レイル予防に取り組む。 

（４）丁寧且つ適切な相談対応 

・地域に親しまれ、迅速に相談対応出来る総合相談支援窓口の役割を持つ。 

・高齢者の権利擁護の普及・啓発。 

・行政、医療、関係機関等との更に充実したネットワークを構築し、災害や徘徊、高齢者虐

待、消費者被害等に対して敏速な対応を行う。 

太 

白 

区 

郡山 

・圏域西部は交通網やお店が充実し、生活の利便性が高い一方、自治会組織がない大型

高層マンションもある等、住民同士のつながりが弱く、困りごとを抱えていても潜在化したり、

必要な情報が届きにくい。 

・圏域東部はバス路線が限られ、お店も少ないことから移動や買い物に不便を感じている高

齢者が多い。 

・圏域全体の傾向として、介護予防教室等を開催しても男性の参加が少ない。 

・令和５年度に郡山・八本松地域交通検討会が発足。地域の意向を受けて包括も役員とし

て参画することになり、地域の移動等の課題解決に向けた取り組みをともに進めていく必要

がある。 

・令和６年１月１日現在の圏域内の高齢者人口は 6,037 人と昨年度比 50 人増。単身高齢

者も増えている。セルフケア含め介護・フレイル予防の取組みの必要性が高まっている。 

・センターが高齢者の総合相談窓口であることを多世代の住民に知ってもらい、利用しても

らうことができるように、地域に出向いて周知広報・相談を行う取組みを継続する。 

・高齢男性向けの農業体験事業を継続し、健康や生きがいづくり、社会貢献の取組みを第

１層 Co はじめ関係機関と協働し進める。 

・郡山・八本松地域交通検討会へ参画し、新たな社会資源の創出に向けて地域と協働し

取組む。 

・地域の専門職と連携した権利擁護講座の開催等により、成年後見制度の活用促進や消

費者被害防止に向けた情報提供及び相談対応を進める。 

・地域の介護支援専門員や多職種と情報交換・事例検討会等を通して顔の見える関係づ

くり、互いに相談しやすい体制づくりを進める。 

・認知症カフェやサポーター養成講座等を通して、認知症の人の普段の暮らしや工夫を共

有し、「希望をかなえるヘルプカード」といった意思決定ツールの普及・活用促進を図りなが

ら、安心と希望を持って暮らし続けることができる地域づくりを進める。 

・介護予防普及啓発のため、大学等と連携しながら介護予防教室を実施するとともに、地

域の通いの場と連動させてセルフケアや身近な地域で介護予防の取組みを続けることが

できる体制づくりを進める。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

山田 

【課題】 

[太白地域] 

・市営住宅２７棟、県営住宅 8 棟、公社住宅 1 棟を含む丘陵団地で独居、高齢者のみ、障

害の世帯が多く、引きこもりや精神上の問題を抱えた相談が多い。 

[山田地域] 

・鈎取町東町内会は好日庵の解体により集まる場所が無くなっている。 

・連合町内会は 9 町内会からなり一体的な取り組みへ働きかけることが難しい。 

[人来田地域] 

・50 年前に開発された高齢化率が高い地域で坂道が多く利便性が悪い、各団体の活動は

あるが、商店など自然に集まれる場所はなく外出の機会が乏しい。 

〇地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「太白区障害高齢支援連携事業」(まるごと事業)を、障害事業所とのネットワークをつくり、

定期的な情報共有をすることで高齢者の生活を重層的に支える仕組みづくりを構築する。 

・高齢者支援と障害者支援を含めた専門職と地域住民の顔の見える関係づくり、地域のニ

ーズの確認などのため地域ケア会議の充実をはかる。 

・住民同士の支え合いと担い手発掘の重要性について関心を深める為、広報活動や啓発

講話など地域に出向き、様々なサービスの拡充に向け支援する。 

〇認知症施策の推進 

・認知症の理解を広く普及できるよう、認知症サポーター養成講座の推進と講座受講後の

住民と共に身近な相談場所づくりなどに向けたシステムを構築する 

・認知症の診断があっても、本人や家族が孤立せず、地域や家庭での役割を持ち続けられ

るよう、個別ケア会議を開催するなど自分ごととしてとらえる機会づくりを強化する。 

〇介護・フレイル予防の推進 

・健康づくりの推進に向け、リハビリテーション専門職と連携した活動や個別ケア会議により

圏域全体に介護・フレイル予防の理念の浸透をはかる。 

・高齢者のデジタルデバイドの解消に向け、ICT やデジタル機器へのニーズにあった取組

を支援する。 

太 

白 

区 

西中田 

【課題】令和 5 年 10 月 1 日現在、圏域内の総人口 30,547 名に対して 65 歳以上の高齢者

数が 6,575 名、65 歳未満の現役世代の人口が多い為、高齢化率では 21.52％と近隣地域

よりは低く、昨年比もほぼ横ばい。また、柳生中学・中田中学校区合わせての数値で要支援

認定者 494 名、昨年より減少。要介護認定者も 752 名おり、認定率は、65 歳人口比で

19％を占め、総合相談件数の増加、サービス利用者数も増えている。介護予防・フレイル予

防の推進、認知症の早期発見・早期対応に加え、要介護状態、認知症になっても住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けられるまちづくりの推進を図ることが必要である。そのために

は、医療と介護のネットワークの構築、日常生活の見守り活動の継続及び支え合い活動の

強化推進等、地域での支援体制作りが必要である。 

≪地域・関係機関との連携・ネットワークの強化≫ 

・医療と介護のネットワーク構築の拡大を目指し、研修会や交流会を企画、開催する。 

・地域ケア会議（個別ケア会議含）を通して、地域の高齢者問題を共有し、課題解決を図

る。 

・圏域内のケアマネジャーに向けた情報交換会や研修会等を実施する。 

・希望する町内会に区や区社協、障害者相談事業所と出張相談会を継続し、 

地域課題の抽出と解決を図る取り組みを行う。 

・町内会、地区社協、市民センター、民児協等と連携を図り、住民の参加活動を促す取り組

みと地域課題の抽出と解決を図る取り組みを行う。 

≪認知症の理解≫ 

・希望する町内会や市民センタ－、コミュニティセンター等で、包括主催の出張型カフェを

開催する。 

・認知症への理解を推進するため、介護予防教室やカフェ等で認知症当事者 

にも参加を促し、理解につなげる。 

≪介護予防の推進≫ 

・高齢者と接する機会を活用し、アウトリーチ事業を展開し必要な支援につなぐ。 

・地域のサロンや老人クラブの支援に加え、運動自主グループが継続できるよう後方支援

を継続する。 

・各個人が主体的に介護予防・フレイル予防に取り組むことができるよう、介護予防教室や

地域の行事等様々な場面で普及啓発活動に取り組む。 

・圏域内の医療機関を訪問し、介護予防の対象者の早期発見につなげる。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

袋原 

【課題】 

中田中部地区は、もともとは田畑が広がる地域であったが、東日本大震災以降急速に宅地

化が進み人口が増加。昔からの農家や昭和 40 年代から移り住んだ戸建て住宅も混在した

地域であり、住民同士のつながりが強いところと希薄なところとの差が大きい。また、総人口

11,057 名に対し、高齢化率 26.72％と年々徐々に増加。令和 6年度より圏域の見直しに伴

い、中田地区が担当地区に加わった。もともとは奥州の宿場町として栄えてきた地域。交通

の利便性が良く、商店街としても栄えてきた。総人口 10,635 名に対し、高齢化率 24.02％。

中田中部地区同様に高齢化率の増加が見込まれる。 

両方の地区ともに、徐々に人口の増加に加え、高齢化率の上昇も見込まれることから、将来

にわたって、地域で共に支え合うことの重要性が高まっている。 

＜記載事項＞ 

健康で生きがいを感じながら、自分らしく活躍する事が出来るとともに地域で支え合い安心

して生活出来る地域づくりを目指す。 

○地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・今年度から中田地区も担当圏域に加わるため、スムーズに引継ぎを行い地域活動が停滞

する事なく継続できる様にする。また介護保険事業所、地域関係機関、地域住民の方々と

情報交換をして地域の実情把握とネットワーク強化に努める。 

・西中田地域包括と協働で介護保険事業、居宅介護支援事業所、医療機関等、関係機関

と研修会を 2 回実施し医療と介護保険事業所の連携強化に努める。 

○認知症の推進 

・中田中学校で認知症サポーター養成講座を開催する。 

・ＲＢＡ相談室等と協力し、地域や地域の事業所等への研修会を通じて若年性認知症に対

しての理解促進の機会を創出する。 

○介護・フレイル予防の推進 

・介護予防教室、地域サロンでフレイル予防の重要性を説明し、介護、フレイル予防の浸

透を図っていく。 

・地域のサロン、介護予防教室、介護予防自主グループ等の活動の場や出張相談などで

の聞き取りやフレイルチェックを行い該当者の把握に努める。 

太 

白 

区 

四郎丸 

【課題】 

・当圏域の高齢化率は 30％を超え、特に 80 歳以上の高齢者は 10 年前に  比べ 3 倍に

増加している。また、市営住宅を中心に独居高齢者が非常に多く、住民同士のつながりが

希薄なのが課題である。 

・認知症の独居高齢者で、経済的困窮、身寄りがないなど多重な課題を抱えているにもか

かわらず介護・福祉サービスの導入が困難なケースが増えている。 

・精神疾患を抱えた高齢者の被害妄想による近所トラブルや体調不良の相談が増え続けて

いる。 

・コロナ禍後、認知症の進行や、フレイル化している高齢者が多くなっており、要介護になる

方が増えている。 

・独居高齢者が多い四郎丸市営住宅の町内会で、高齢者の孤立化が進んでおり、災害時

などの支援体制も全くないことが課題である。 

①地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・町内会ごとに会長、福祉委員、民生委員と地域の社会資源や高齢者の実態把握の情報

を共有するとともに課題抽出し解決につなぐため連携を強化していく。 

・地域全体で高齢者の課題解決に取り組めるよう関係機関に参加を呼びかけ包括圏域会

議を開催し、高齢者支援ネットワークを構築する。 

・個別ケア会議を積極的に開催し、高齢者の支援ネットワークを構築するとともに、課題を

抽出し解決に取り組んでいく。 

②認知症施策の推進 

 ・認知症の方の個別ケア会議や認知症サポーター養成講座、認知症カフェを地域で開

催することで、地域住民や関係機関の認知症に対する理解を深め、支援ネットワークを構

築し共生社会を目指していく。 

③介護・フレイル予防の推進 

 ・地域の様々なつどいの機会に出向き、ＩＣＴを活用するなどし、介護・フレイル予防の必

要性について普及啓発し、介護予防の取り組みへの意欲を高めていく。 

 ・地域の身近なところで介護予防、健康づくりに取りくむことができる環境づくりを進めるた

め、地域の介護施設、障害者施設に協力を得ながら、戦略的に働きかけていく。 

 ・フレイルアウトリーチ事業を圏域内で複数回実施し、広く地域住民のフレイル予防啓発

に取り組む。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

富沢 

令和 5 年 4 月現在 65 歳以上の人口 5,820 人。高齢化率 15.26％。内 75 歳以上の人口は

2,944 人。75 歳以上人口率 7.61%。 

・西多賀方面は急な坂が多く歩道が狭い箇所が多く、徒歩での外出が困難な場合がある。

買物や通院が不自由。西多賀エリアの町内会には集会所が無く、集合しての介護予防活

動が難しい。 

・富田町内会・鈎取新田町内会は交通の便が悪く、買物や通院が不自由。 

・成年後見制度に関する相談件数が年間を通して 1 件であり、制度の浸透が不十分。 

・高齢者虐待に関する相談が 0件であり、周知が不十分である。 

・太白まるごと事業を通じて作られた、障害分野とのネットワークを活かし、個別

ケースに連携して対応する。地域ケア会議や相談会の共同開催を行う。 

・各児童館との関わりを継続し、児童・親世代に対する、包括の周知を図る。 

・成年後見制度・高齢者虐待防止の周知を図り、安心して地域で生活し続けられる

地域づくりをめざす。 

・西多賀エリアを対象に地域ケア会議を開催。介護・フレイル予防を切り口に、地

域づくりに関する協議を行う。 

・高齢化が進む各グループへの後方支援を行い、活動が継続できるようにする。 

 

・認知症があっても地域で暮らし続けている方の支え合いに着目し、地域関係者・

専門職へ共有する機会を作り、新しい認知症観が持てるようにする。 

・各出張相談会を継続し、早期相談につながるようにする。 

太 

白 

区 

茂庭 

＜茂庭台中学校区＞ 

市営住宅とマンション群、一戸建て住宅から構成されている昭和期に開発された団地で、

独居や高齢者世帯が多い。高齢化率が４０％を超えており、市営住宅、マンションがあるエリ

ア以外は、５０％を超えている。介護予防の意識が高く、地域活動に積極的な方も多いが、

参加の多くが高齢の為、次世代の若い担い手は少ない。町内会に入会していない、脱会す

る世帯もますます増えており、その世帯は、地域とのつながりや関係が希薄でもある。 

＜生出中学校区＞ 

同居世帯が多い地域であったが、１人世帯が増えてきている。地縁血縁による結束力が強く

隣近所の繋がりも深いが、高齢者同士のつながりとなっている。認知症や身体状況が悪化

していても家族で、ある程度カバーできるため、軽視してしまい、早期発見早期対応につな

がりにくい。市街化調整区域のエリアは、交通の便が悪く、乗り合いタクシー等の運用も進

められてはいるが、若者世代の流出が多い為、地域の支え手が減少している。新しい団地

やアパートができているが、そこに住む高齢者の把握が難しい。 

＜記載事項＞ 

・介護予防事業（出張フレイル予防応援教室やアウトリーチ事業など）を活用しながら地域

性にそったセルフケアや地域の方の助けが強化できるように働きかけを行う。 

・認知症の方の活躍できる機会やつどいの場を確保し、地域の方に新しい認知症観の普

及と認知症当事者の思いを引き出せるようにする。 

・地域の実情に応じた見守りや支援体制が整えられるように、地域ケア会議や民生委員と

の情報交換会、ケアマネジャーに対しての研修会や事例検討会、その他地域会合等を活

用し、地域や関係機関とのネットワークを強化する。 

太 

白 

区 

秋保 

【課題】 

1.近隣同士の支え合いの風土があり、その結果、支え合いが破綻するまで公 

的サービスの利用に繋がらないケースが多い。支え合いの限度を超えたものが存在する

が、担い手は風土または慣習であるとして、負担を感じつつ、支援を継続している。生活課

題が深刻化してから、ようやく相談に繋がるケースが度々ある 

2.令和 6 年 2 月現在の圏域内の総人口 3，767 人のうち、75 歳以上に占め 

る割合は 20.4％で全人口の 2割が後期高齢者となっている。こうした一因から、地域活動

の担い手不足が散見される。特にサロンや介護予防自主グループでは、活動休止や解散

に至る団体が増えている。住民の中には、集う場を求める声がある 

3.介護保険サービスや仙台市高齢者保健福祉サービスを提供する事業所に 

ついて、圏域内への参入が少ない。前述の事業所からは「事業所から秋保地区までの距離

や所要時間を要する。」、「降雪地域につき冬場のサービス提供に不安がある。」などの理

由から事業所の選定に苦慮することが多い。結果として、公平なサービスの選択が確保しに

くい現状にある 

【基本方針】 

1. 地域住民や地域組織との信頼関係の再構築を図る 

2. 各種の事業運営を通じて、早期に相談が入りやすい体制を整える 

3. 地域の実情をより把握するため、地域に出向く機会を増やす 

4. 認知症の普及啓発を強化する。それにあたり、各業務と横断的に実施する 
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区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
泉中央 

【課題】 

・比較的高齢化率が低い圏域ではあるが、実態としては若年世代の人口の入れ替わりも激

しく、特にマンション等集合住宅においては町内会に属していなかったり、オートロックの住

宅も多く、高齢者の孤立やひきこもりが潜在し、身体状況が悪化してからの相談となるケー

スもある。また、現状の地域活動を担っている世代の高齢化もあり、次の担い手不足の問題

も表面化している。 

・認知症の相談も増加しているが、古い認知症観が根付いていることもあり、症状がかなり進

行してから発覚することも多い。新しい認知症観の普及啓発を行うなど、認知症になっても

安心して生活できる地域づくりを、住民とともに考え進めていく必要がある。 

・新しい認知症観や希望をかなえるヘルプカードの普及啓発を行うとともに、住民との話し

合いを重ね、「認知症になっても安心して生活できる地域づくり」やチームオレンジの設置

に向けた検討をともに行う。 

・認知症であってもなくても、誰もがその健康状態、意欲や経験に応じた活躍をしながら、

共に支え合い生きがいを持って生活できるような地域づくりを支援する。 

・住民向けに成年後見制度の普及啓発活動をする。 

・主に認知症をテーマに介護予防教室を開催する。 

・圏域内にある老人福祉センターと市民センターと協働して相談会の開催や認 

知症に対する理解を深める場を作る。 

・医療と福祉の連携の会「泉中央連携の会 七中♡いいねっと」の活動を継続 

し、多職種との連携を強化する。 

・介護支援専門員との交流の場を深め、研修会に参加していただける環境を整える。また

個別ケア会議や地域ケア個別会議を理解していただき、参加してもらえるように働きかけ

る。 

泉 

区 
将監 

【将監地区】 

○ 総人口 12,917 人、高齢者数 4,285 人、高齢化率 33.17％。 

○ 1 丁目から 13 丁目のうち、高齢化率 35％超えが 2 町内、県営住宅においては 40％を

超えている。一部地区では新築住戸（戸建て・マンション）への若い世代の転入が増えてい

るため、全体としては高齢化率が減少している。 

○ 相談内容の複雑化・多問題を抱える世帯も多く、相談件数自体も年々、増加している。 

○ 高い高齢化率であることから、地域人材の不足が顕著である。既存のインフォーマルサ

ービスの継続も課題であり、世代交代ができず、重複して役割を担う方が多い。 

○ 認知症サポーター養成講座を受講している住民であっても認知症について偏見を持っ

ている。 

【将監殿地区】 

○ 総人口 2,943 人、高齢者数 229 人、高齢化率は 7.78％と依然として低い。 

○ 高齢化率は昨年と比較してほぼ横ばいであるが、表面的課題が見えにくく、個別相談

件数も少ない。圏域内で、地域住民は高齢者の孤立化を自分事として捉えていない印象が

ある。 

○ 新しい住宅地のため、コミュニティの乏しさや子どもと同居するために転居した高齢者が

おり、住民同士の交流の機会が少ない。 

【桂地区】 

○ 総人口 5,531 人、高齢者数 1,915 人、高齢化率 34.62％。人口は減少しているが、高

齢化率は年々、上昇している。 

○ 地区社協や桂ボランティアの会の活動は盛んであるが、参加者は限定的である。地区

社協を立ち上げたメンバーと現在のメンバーとでは考え方に相違があり、温度差がある。 

○ 桂全体としての連絡会などの活動は継続している。 

*圏域全体では、介護保険に関する相談の他、施設入所、医療・疾病相談や家族関係の相

談が増加している。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

「将監・桂連携の会」（医療介護連携）では、関係機関と連携し、年 2 回研修会を開催する

他、地域の関係機関や地域住民と連携を図りながら健康フェアを開催する。又、地域行事

に積極的に参画し、障害者、子ども等高齢者以外の分野との連携を強化。支援が必要に

なった高齢者を重層的に支える取り組みを推進する。在宅高齢者の支援体制づくりに向

け、単一町内会での圏域会議を実施。地域課題を抽出し、関係機関と連携して、解決に向

けた取り組みを推進する。包括圏域会議では、住民同士の支え合いの重要性について理

解と関心を深め、関係する全員が「自分事」として捉え、暮らしを支える地域のネットワーク

を構築する。 

（2）認知症施策の推進 

新しい認知症観への転換を図るために、地域住民や小・中学校、商業施設等へ、認知症

に関する正しい知識と理解の普及啓発を行い、認知症の人や家族が、孤立する事なく早

期相談に繋がるよう、医療、保健、福祉等関係機関との連携を強化し、地域において互い

に支え合う体制づくりを強化する。 

（3）介護予防の推進 

フレイル予防を意識した地域の介護予防に資する団体への後方支援と、介護予防教室を

継続し、身近なところで自立した日常生活継続の視点に立った健康づくりに取り組むことが

できるよう環境づくりを進める。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
寺岡 

【寺岡地区 現状と課題】 

・高齢化率 47.0％。数年内に後期高齢者人口がピークを迎え、高齢者の半数を超える見込

み。高齢者のみ・独居の世帯多く、将来への不安（疾患、介護、生活等）を持つ方多い。

自己解決能力が高い方がゆえに地域との繋がりが薄く心身機能低下後もギリギリまで他

者の介入に対し消極的な方が多い。精神疾患を抱える本人または家族の支援や、家族

間問題相談、近隣トラブル相談、家族が遠方であることによる支援が必要なケースなど、

多重課題ケースが増えている。 

【紫山地区 現状と課題】 

・高齢化率 15.0%。高齢化率が低いゆえに高齢者は心身機能低下とともに地域との距離が

離れやすい。転入者が多く、繋がりを求めていても既存の地域活動への入りにくさを感じ

る方や、自己解決能力が高いことで「まだ参加しなくても大丈夫」と考える方も多い。地域

活動の数・種類が少なく、各活動の参加者は多くはない。半面、数十名を超えるイベント

ができる施設が地区内に無く、イベント開催に制限がある。地域での支えあいの必要度が

まだ低いことから、具体的な支え合い活動が確立されていない。 

【両地区の共通の課題】 

・諸団体交流会が年３回開催され、各活動内容を知る機会はあるが、連動した活動展開は

未発達。多世代関係機関・まち丸ごとの連携や協働が望ましい。 

「住み慣れた地域」で「馴染みの人と繋がり」続け、「自分らしく生活」できる地域づくり 

１．地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

・「住民同士」「各団体同士」「住民と関係機関（店舗・医療介護等）」「多世代間」等の 

繋がり・ネットワークを強化。 

・地域ケア会議等を活用し多職種と協働して地域課題把握と解決、支援体制づくり。 

・住民同士の支え合いの理解と関心を深め、新たな担い手の育成、マッチングを中心に地

域活動に対する支援の充実を図る。 

２．認知症施策の推進 

認知症の人や家族の視点を重視し「共生」と「備え」を柱に取り組む 

・認知症の人・家族が「参加・発信・協働できる場」を支援し、地域の中で立場や心情を理

解し合い、希望や生きがいに結びつく・繋がる環境を創造する。 

・早期かつ継続的に必要な支援を受けることができるよう、医療・保健・福祉の関係機関 

との連携体制の強化を図る。 

・認知症の人と家族の声を聴き取り、我が事とし支え合う地域づくりを推進する。 

３．介護・フレイル予防の推進 

・フレイルサポータの活動を軸にセルフケア、社会参加の重要性を伝え、介護・フレイル予

防の理念の浸透を図る。 

・地域の中で社会資源を駆使して自分らしく生活が継続できるようケアマネジメントを推進

する。 

泉 

区 
高森 

【高森】 

・地縁組織と各関係機関の連携・協働が少ない。 

・住民主体の地域活動（支え合い活動や通いの場・ネットワーク）が少ない。 

【高森東】 

・住民支え合い活動に参加しない住民への助け合い・活動や交流の場が必要 

【泉ヶ丘】  

・高齢者のうち後期高齢者が半数を超え、地域の支え手の高齢化と人材不足。 

【各地域共通】 

◇連携・ネットワークが少ない 

・住民主体の地域活動の新規創発、活動同士での情報共有が少ない。 

・世代間や住民以外の地域関係機関との連携・協働が少ない。 

・住民同士・住民と関係機関・関係機関同士を含めたネットワークが少ない。 

◇認知症の人や家族が様々な活動に参画できる場が少ない。 

◇地域の中に介護予防・生きがいに繋がる社会参加の場が少ない。 

◇高齢化と家族機能低下の為に家族と疎遠になる高齢者が増加している。 

◇引きこもりや精神障害など複合的な問題を持つ世帯への支援が増加している。 

1.地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

・「住民同士」「各団体同士」「住民と関係機関（店舗・医療介護等）」「多世代間」等の繋が

り・ネットワークを強化することで、『関わる全ての人が「我が事」として参加し繋がるまち』を

支援。 

・地域ケア会議等を活用し多世代、多職種と協働して地域課題解決、支援体制づくり。 

・創出、後方支援、マッチング、普及・発展など、地域活動の充実を図る。 

２．認知症施策の推進 

〇認知症の人や家族の視点を重視し「共生」と「備え」を柱に取り組む 

・認知症の人・家族が「参加・発信・協働できる場」を支援し、地域の中で立場や心情を理

解し合い、希望や生きがいに結びつく共生する暮らしを創造する。 

・認知症の本人も地域を支える一員として活躍することで社会参加の促進を図る。 

・早期かつ継続的に必要な支援が受けられるよう各関係機関との連携強化を図る。 

３．介護予防の推進 

・介護予防の重要性・いきがいや介護予防に繋がる社会参加の意義等、普及啓発を行い、

介護予防の理念浸透を図る。 

・介護予防に資する取組みが身近かつ地域全体に存在するよう協働・支援行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
松森 

【課題】 

●鶴が丘中学校区圏域内高齢化率約 39％。 

●古い家を取り壊し、新しい家を 2 軒立てるなど人の入れ替わりや世代交代が始まってい

る。 

●高齢化に伴い、町内会や各団体・助け合い活動の担い手が不足している。 

●多種多様な相談・対応が急増しており、前年比 500 件増。 

●精神疾患・家族関係・経済面・キーパーソン不在など、複数の問題が混雑した相談が増

えており、地域包括支援センターと各関係機関・団体との重層的なネットワーク強化が必要

である。 

●認知症に関する相談も年々増えてきており、認知症に対する興味関心は深まっている一

方で偏見は強く残っており、正しい知識を深める場や普及啓発は不十分。 

包括支援業務と併せて介護予防事業やネットワークづくり等を行い、介護・福祉・健康・医

療など様々な面から高齢者に対する支援を行う。以下 3 点を重要事項とし、ICT の活用を

はじめとした社会構造の変化に対応した取り組みを行う。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

●医療・介護・予防・生活支援・住まいにかかわる関係、その他障害や児童などの高齢分

野以外との連携を強化し、支援が必要となった高齢者を重層的に支えるネットワーク作りを

行う。 

●地域ケア会議等を活用し連携を深めると共に、地域資源およびニーズ・課題を抽出し、

関係機関と連携し解決に向けた取り組みを行う。 

（２）認知症施策の推進 

●一人ひとりが認知症の正しい知識と理解を深め「認知症になっても、ともに希望を持って

生きることができる」考え方を増やせるように取り組みを進める。 

●認知症疾患医療センターと連携強化を図り、認知症の人とその家族が孤立することがな

いよう早期発見・早期対応を行う。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

●セルフケアや支え合い活動について普及啓発を行い、介護・フレイル予防の理念浸透を

徹底する。 

●地域の身近なところで介護・フレイル予防に取り組めるよう、継続的に各関係団体の実情

の把握を行い、活動継続に向けた支援を行う。 

●利用者の生活機能低下等の気づきを促すとともに、自立支援の視点に立ったケアマネ

ジメントを行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
松陵 

【課題】 

●地域全体の高齢化率：40.61％。各地区（松陵・永和台・歩坂町）で高齢化率、住民層が

大きく異なり、地域特性の相違が顕著。 

【松陵地区】総人口 5,448 人・高齢者数 2,510 人：高齢化率 46.07％、人口減。 

○松陵 4 丁目・5 丁目は 50％超だが、後期高齢者率は 17.22％、前期高齢者数が多く、介

護予防・フレイル予防の重点的な取り組みが必要であるが住民の認識が低い。 

○同居世帯比率高いが、家族で抱え込み後々対応に困って相談に至るケースが散見。ま

た、相談内容が複雑化し各専門機関と連携・対応するケースが多い。 

○各町内会・自治会毎の活動が中心、それぞれが独立した地域活動運営で地域格差あり。

地域の一体化が難しい状況で地域関係者間の関係性が希薄である。 

【永和台地区】総人口 0,885 人・高齢者数 0, 237 人：高齢化率 26.78％、人口横ばい。 

○新築戸建住宅の増加と共に、若い世代の転入が続く地域。 

○住民の世代交代により、高齢者対象の地域活動の解散や衰退が課題。従来通りの活動

では十分なニーズ対応が困難な状況。コミュニティの再構築が必要。 

【歩坂町地区】総人口 2,494 人・高齢者数 0 701 人：高齢化率 28.08％、人口増。 

○圏域内で大きく人口が増加。アパートから戸建住宅に変わり、若い世帯が増加。 

○アパート空室へ、生活保護受給単身高齢者や精神疾患の方、外国人の転入増加。比例

して潜在的な福祉ニーズを抱える世帯も増加、相談内容が複雑化。地域との接点が乏しい

住民層であり実態把握が困難。 

○コミュニティ参加者の固定化、町内会活動の停滞等の事由より、地域活動への新たな参

加者が増えない傾向が続く。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワーク構築 

新たなセンターとして、地域・関係機関との連携を強化し、地域支援ネットワークづくりを推

進。個人・関係団体・各機関から相談しやすい関係を構築し、地域づくりに生かしていく。

若い世代を巻き込んだネットワーク構築を行い、重層的な支援体制づくりを進める。 

（2）重点的な介護・フレイル予防の推進 

全域で介護・フレイル予防の取り組みを推進、特に前期高齢者数の多い松陵地区を 

重点的取り組み地区とし、ICT・システム活用もニーズに応じて検討、啓発・アプローチし、

後期高齢世代となっても心身ともに活動的に過ごせるよう、推進していく。 

（3）新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

根本となる認知症の正しい理解を広め、偏見ない考え方が醸成できるように啓発する。ま

た、『ともに』暮らしを継続していける支え合いの体制づくりを推進することで、認知症の方

が活躍できる場を増やせるよう、活動の後方支援に取り組んでいく。 

泉 

区 
向陽台 

今年度から圏域が 3 つになり、古い団地と新興団地ではあるが 13 町内会で連合協議会と

して大きな行事などは合同で行われているが地区で活動に格差。 

【向陽台地区】総人口 5,652 人・高齢者数 1,718 人：高齢化率 30.40% 

〇40 年以上経過している団地で高齢化で役員の担い手が重複しており負担が大きくなっ

ている。（若い世代の取り込みのためのイベント実施） 

〇住民同士の繋がりが希薄なっており、一人暮らしや高齢者世帯の見守り体制づくりを各

町内会の格差解の為連合町内会、地区社協で継続取組中。 

【明石南地区】総人口３、９８６人・高齢者数７７６人：高齢化率１９．４７％ 

〇新興住宅地だが高齢化率３０％の 1 丁目と１０％との他町内会がありフレイル予防など介

護という意識に格差があり、地域包括での予防教室などへの参加者が少ない。 

〇町内会役員も 1 年ごとに交代で継続しての活動ができず、低迷している。 

【山の寺地区】総人口 3,948 人・高齢者数 1,272 人：高齢化率 32.22 

〇ここ数年で新戸建てに若い世代の居住が増加しているが、交流の機会が少なく地域に馴

染めていない。（子育てサロン、メルシェ開催） 

〇認知症の方の相談が増えているが、認知症に対しての理解が低い。 

〇80 歳以上の高齢者、一人暮し世帯や高齢者世帯が増加している。 特に 3 丁目町内会

は役員の担い手もなく活動が低迷している。 

【基本方針】 

〇総合相談・支援や権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援、認知症高齢者への

対応などの包括的支援事業と併せて、介護予防事業や地域・関係機関との連携・ネットワ

ークづくりなどを行い、健康で生きがいを感じながら、心豊かに自分らしく活躍することがで

きるように、地域で共に支え合い、将来にわたり誰もが安心して暮らし続けることができる社

会の実現に向け、介護、福祉、健康、医療などさまざまな面から高齢者に対する支援を行

う。 

⑴介護・フレイル予防の推進 

 全域で介護・フレイル予防の取組を継続。地域の身近なところで介護予防・健康づくりに

関係機関や関係団体と協働し、活動の機会や場の確保、担い手の育成など行いながら、

ICT・システム活用もニーズに応じて検討して心身ともに活動的に生活できるように推進して

いく。 

⑵地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 地域・関係機関との連携強化して、地域支援ネットワークづくりを推進する 

⑶新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

 認知症の正しい知識と理解の普及啓発と、認知症になってもともに地域で役割・生きがい

を持って生活できる地域づくりを推進していく 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
南光台 

【現状】 

・高齢者総人口６２８８人 高齢化率 26.1％ 経年的に漸減しており、 昭和３５年頃から開

発が始まった地域だが、世代交代が進んでいると考える 

・但し、介護保険認定を持っている率は高齢者総人口に対し 20.2%で市内でも高く、支援を

必要とする方が多いと推測。 

・同時に、コロナ禍での社会通念の変化も影響し、地域関係の希薄化は課題。加え、コロナ

禍で中断した活動が再開しつつあるが、十分ではない。 

・一方で、災害の激甚化、認知症・精神疾患関連・家族関係の問題など、長期化、重層化し

た課題で、多方面からの支援を要するケースも多い。 

課題 

・地域のネットワークの更なる強化をし、どこにもつながっていない方を早期に気づく、気づ

きの目増やしの邁進 

・ともに支えあい生涯自分らしく暮らし続けられる地域の実現へ向けて 

（１）地域共生社会の実現に向け地域包括ケアシステムの深化、推進  

ネットワークを強化し、支えあう、気づく、相談へ繋げる地域をつくる 

（２）認知症施策の推進 

認知症の理解の普及とともに、地域の方との劇団の立ち上げを中心に 

認知症の人とその家族を支えあえる地域づくりの継続 

（３）介護予防、フレイル予防の推進 

ICT 機器の活用をし、生き甲斐づくり、活躍の場も見こした事業運営や支援を行う。 

泉 

区 
八乙女 

【課題】 

●地域住民の外出機会・交流の場の減少 

感染者数の増減に関わらず、長い自粛思考の中で自宅から出ない生活への慣れが生じて

いる。当センター主催の地域活動を 2 ヵ所で再開したが、参加者が定着せず、人数に波が

ある状況。参加者も固定されており、継続方法についての検討が必要である。また、自然発

生的に行われているサロン活動の把握を行いたい。 

●独居・高齢世帯の家族の支援力の不足 

 家族が遠方在住のため、専門職による支援を求めての相談が増加している。 

それ以外にも身寄りのない方への介入や、サービス導入の際の受け入れができないなど、

本人への支援の必要性があるものの、支援につながる事が難しいケースの相談がある。 

●地域団体の後継者不足 

 町内会、老人会、民生委員において、なり手が不足しており、代表役員の高齢化が進ん

でいる。長期にわたって町内会活動を行う事と輪番制で役員が変わる事のそれぞれの利点

や欠点があり、体制の違いにより、地域全体としての動きの取りにくさも見られている。 

●地域で活躍する高齢者の発掘・創出 

 ボランティア等を行える団体がない状況。現在地域で活動している高齢者とのつながりが

少ない状況であるため、すでに活躍している高齢者とのマッチング・新たな人材の創出が必

要。 

●運動自主グループ他、地域の集いの場について、市民センター以外の活動場所の調査

や外出の場作りのため、各町内会からの聞き取り、今後の方針の検討を行う。 

●個別支援から地域の課題を分析し、共通の課題について地域資源開発のため、地域住

民に向けたアプローチを行う。 

●既存の運動自主グループの定期的なフォローの他、地域行事への参加・協力、各団体

との共催事業を通して、次世代の担い手の発掘・地域活動への結びつけを行う。 

●介護予防の考え方や実践方法について周知し、また、認知症や権利擁護についても考

える機会を提供する。 

●地域での防災時の対応、見守りについて多職種と住民の連携を図れるようシステムの構

築を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
虹の丘・加茂 

【課題】 

圏域の高齢者数は約 5,550 人で急な増加はない。高齢化率も 33.3%と微増である。しかし、

団塊の世代が 70 歳を迎えたことで、前期高齢者と後期高齢の比率としては後期高齢者が

増えている。一つの中学校区ではあるが、2 つの小学校区で成り立っている。造成から 40

年を超えた 2 つの団地は戸建てが多く夫婦 2 人、単身世帯が多い。商業地区で賃貸の集

合住宅の多い地区は若者や転入転出者が多い。そのため一つの圏域と捉えにくい状況で

ある。町内別での高齢化率は 11％～51％と幅が広い。高齢者の問題のみでなく、高齢者と

同居している家族が就労していないことや障害をかかえていること、子ども育成の活動も困

難となっている状況がある。町内の活動として積極的に高齢化に取り組む地域もあれば、次

代の担い手不足から町内活動を辞める町内もある。平成 27 年に圏域に加わった復興公営

住宅(現在は市営住宅)へは、区役所・近隣の高齢や障害の施設関係者が合同で関わり、

住民同士がつながる機会を提供し、役員による町内会活動が進んでいたが、コロナ禍での

活動が休止したことで、役員の町内会運営も後退している。また、どの町内会もコロナ禍に

あって一度休止をしたり縮小した活動を役員の話し合いによって、令和 5 年度は再開をして

いる状況があり町内会活動の潜在的な力が感じられる。 

・コロナ禍で住民同士のつながりがうすれたままであり、地域全体の問題や、個人の心身の

低下等の問題に気が付きにくくなっているため、関係機関との連携をこれまで以上に密に

することで、早めの関わりをしていく。 

・介護予防運動自主グループの活動が永年となっていることでの、参加者やサポーターの

世代交代が上手く進むように継続した支援をするとともに、新たな地域でも介護予防に取り

組む環境作りを進めていく。 

・認知症カフェに当事者や家族が参加するだけでなく、世代を超えての参加ができるように

する。そして、住民が運営に参加することや、新たなボランティア活動の創生にもつながり、

認知症があっても地域で暮らしていくことが可能な町になる働きかけをしていく。 

・地域のニーズを把握することや、個別ケースの検討をする機会を作ることで、住民自らが

地域の課題に気が付き解決に向けた取り組みができるように支援していく。 

・圏域内の医療機関や介護・障害の施設等と地域住民とのネットワークを強化する働きかけ

をしていく。 

泉 

区 
長命ケ丘 

【課題】 

・団地造成から約 50 年、圏域内の人口は約 7300 人、高齢者は約 3000 人、世帯数は約

3500 世帯となっており、前期高齢化率は 40％以上、後期高齢化率は 23％以上となってい

るがここ数年大きな変化は見られていない。 

・担い手の不足のため役員の世代交代が進んでおらず町内によっては長年役員を継続す

る町内と数年で交代する町内もあるため高齢者の問題に取り組む意識の違いはあるものの

表立って話し合いはされていないのが現状である。またアパートと戸建てが混在しており生

活の格差がある。 

・各町内会主催でサロン等を実施しているが(高齢者が対象になっていない等)活動に差が

あり定期的に行っている所もあるが活動がほとんどない町内もある。 

・集会所、市民センターへ歩いて行くまで遠いことも課題となっている 

・地域のホームページや回覧板の活用にてセンター業務の周知を継続して行う。 

・交流会、認知症カフェ等の継続を行い集いの場の提供とボランティア活動等社会参加へ

の働きかけを行っていく。 

・単位町内会で支え合い活動に向けての話し合いを継続していく。 

・他地域包括支援センターと共催し介護支援専門員の事例検討会や認知症の見守り・虐

待防止ネットワーク連絡会議を行い医療機関や介護、障害等の専門職や住民ネットワーク

を強化する働きかけを行っていく。 

・認知症サポーター養成講座の開催や認知症の方やその家族を地域で支える必要性を理

解してもらえる普及啓発を行っていく。 

・介護予防サービスのみではなく地域の中で自立した生活ができるような事例をあげ個別

ケア会議の開催を行う。必要に応じ地域の方への参加の声掛けを行っていく。 

・地域ケア会議を活用し地域について話し合う事を継続し、住民同士の見守り支え合いの

重要性について理解が深まるようにしていく。 

・ICT やデジタル機器を活用し町内サロンや社協の行事、交流会・スッキリみ～てぃんぐ・認

知症カフェ（包括主催）、自主グループなど様々な機会の中で高齢者が楽しみながら心身

の状況についてチェックすることで介護・フレイル予防（オーラルフレイル含む）の普及啓発

を行っていく。 

・介護予防自主グループの活動が継続できるよう支援をする。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
根白石 

【課題】 

１．高齢者の安否確認・一般避難所における支援の連携体制が整っていない。（民生委員

以外の町内会や地区社協との連携が整っていない） 

２．地域住民は、認知症状がみられる高齢者の対応に不安を抱いている。 

（様々なサロン等で認知症の講話を実施しているが、実際に陽性症状を目撃すると不安を

抱く方が多い） 

３．オーラルフレイル予防の取り組みがあまり浸透されていない。 

（フレイル予防について関心を持つ方は多いが、オーラルフレイルについては、関心があっ

てもあまりセルフケアに至らない。） 

１．地域・関係機関との連携・ネットワークづくり（災害時支援、見守り支援等） 

・地域で共に支え合い、誰もが自分らしく暮らし続けることができるよう地域包括ケアシステ

ムの体制を強化 

・地域の住民や活動団体による見守り・支え合い活動の充実に向けた支援を重層的に支え

る取り組みを推進する。 

２．認知症施策の推進 

・認知症の人と家族が孤立することがないよう早期に相談につながり、かつその人のニーズ

や状態に応じた支援を受けられるよう、医療・保健・福祉等の関係機関との連携体制の強

化を図る。 

・地域において互いに支え合う体制づくりを強化する。 

３．介護・フレイル予防の推進 

・セルフケアや地域での支え合い等が重要であることについて普及啓発を行い、介護・フレ

イル予防の理念の浸透を図る。 

・高齢者の健康と生きがいを支える取り組みや、地域づくりへの支援の充実 

・高齢者のニーズ変容に対応した取り組みなど、社会の変化に柔軟に対応した取り組みを

推進する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援 

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 
南中山 

(1)人口動態  

R5/4 現在 総人口 14,758 高齢者人口 3,864 高齢化率 26.2％ 後期高齢化率 10.1％ 

・総人口は減少傾向にある中、高齢者人口は増加し、高齢化率は、(R3)24.3％→（R4）

25.4％→(R5)26.3％と毎年 1％ずつ上昇の一途をたどっている。 

・高齢化率には地域格差がある（南 3、4 地区は 40％超え、南 5、6、西地区は一桁）。 

・介護認定率 11.7％と低い。後期高齢者率が低いためと考えられるが、必要な人が申請で

きていない可能性もある。 

(2)環境 

・山を切り開いて S58(40 年前)以降に造成された団地。南中山地区、北中山地区、西中山

地区の 3 地区に分かれる。 

・坂が多く、閉じこもりや買い物難民、高齢者の自動車運転問題がある。 

・地盤が固いという住民の認識があり、災害に対する住民の危機感は薄い。 

(3)地域組織、コミュニティ 

・全域的に町内会加入率が 5-6 割と低い。 

・北中山 3 丁目は連合町内会や地区社協に加入しておらず、地域の集会所の利用にも制

限がある。 

・西中山地区は連合町内会・地区社協・子供会がなく、地域活動が少ない。 

・個人情報を知られたくない住民が多く、民生委員はかなり気を使って個別訪問をしてい

る。 

・古くからの人間関係が地域活動に影響を及ぼしており、リーダーやボランティアの担い手

がいない。そのため、休止したまま再開できない集まりもある。 

(4)社会資源 

・南中山地区は医療機関や教育機関、商業施設等充実しているが、北中山と西中山地区

には少なく、商業施設に至ってはコンビニも無い。 

・地域活動の場は南中山市民センター、北中山コミュニティセンター、北中山コミュニティグ

ランド、ローズガーデン(福祉施設)が主であるが、競争率が高い。また、地域の集会所は古

くてエアコン設備がない所も多いため、集いの場の会場確保が難しい。 

(5)相談傾向（R5/12 現在） 

・「医療・疾病相談」(11.1％)、「心理的問題」(5.3％)の割合が多い。 

・虐待相談は毎年必ずあがってくる。 

・すでに進行・悪化した状態で初めて相談に繋がるケースが多い。 

・活動的な認知症や精神疾患の高齢者の支援は長期化している。 

・家族全員の支援が必要な場合があり、支援内容も複雑化している。 

・家族機能が低下し、支援を委ねてくるケースが増えている。 

・一人暮らしの高齢者の安否確認相談が増えている。（関わりの有無問わず） 

・介護支援専門員（小規模含む）についての相談があり、後方支援に繋がるケースが多い。 

・地域活動関係者から運営に関する相談がある。 

・再来相談 35.0％なので過去のデータを引き出しやすいよう管理が必要 

(1)地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域のどこからでも、早期に相談窓口に繋がるよう、関係機関と連携し、継続して見守り体

制づくりを進める。また、さまざまな面から高齢者を支援できるよう、既存のネットワーク強化

とともに新しいネットワークをつくり、顔が見える関係を築く。 

・介護支援専門員との連携強化 

・隣接する包括と協働して事例検討会や学習会、虐待防止見守りネットワーク協議会等を

開催して、広域的な連携を図る。 

・南中山市民センターとの連携強化 

・ヨークベニマル南中山店、イオン仙台中山店との連携や協働開催 

・その他の介護以外、高齢者以外の関係機関との連携 

～医療、障害、警察、郵便局、銀行、商業施設など 

 

(2)認知症施策の推進 

認知症の正しい理解の普及啓発を進め、「お互いさま」の精神で支え合う体制を整備する

ことで、認知症をオープンにできる地域を目指す。 

・認知症カフェの周知と参加者拡大をねらう。（イベント的な開催、南中山市民センターとの

協働） 

・認知症本人や家族が参加できる認知症カフェやラジオ体操等のあり方を住民主体で考え

るとともに、住民主体の運営を目指す。 

・認知症サポーターへの働きかけやボランティアの発掘、協力の呼びかけなど関わる人を

増やす。 

 

(3)介護・フレイル予防の推進 

多様な場所や方法でフレイル予防ができるよう環境づくりを進める。 

・多様なフレイル予防の機会を創出する。（共催と多職種連携による健康まつり、商業施設

での相談会、公園を利用したラジオ体操、など） 

・4 つの自主グループの活動支援を行う 

・高齢者が活躍できる機会を創出し、担い手の発掘と育成を行う 

・自立支援のための個別ケア会議の開催 

 


